
 

 
 

令和 7年度 事業報告 

総 論 

１．取り巻く事業環境 

令和 7年度の世界経済は、ロシアのウクライナ侵略の継続や米国・イスラエルの

イラン攻撃等による中東情勢の緊迫化などの地政学リスクを背景に、不透明な状況

が続きました。また、国内では、物価の上昇や少子高齢化等に伴う人手不足などへ

の対応が求められました。 

電力業界においては、昨年 12 月に北海道電力㈱泊発電所 3 号機が再稼働につい

て地元同意を得たほか、本年 1月には東京電力ホールディングス㈱柏崎刈羽原子力

発電所 6 号機が再稼働を果たしました。また、3 月に経済産業省が高レベル放射性

廃棄物の最終処分地選定に向け東京都小笠原村に南鳥島での文献調査の実施を申

し入れるなど、原子力の活用に向けた様々な取り組みが進められました。 

一方、電力システム改革の検証結果を踏まえた制度設計に関しては、小売供給力

確保義務や電源・系統ファイナンスなどの残る論点や制度の詳細設計の議論が継続

して進められています。また、電気技術者の確保・育成についても、電気関係業界

として引き続き対処すべき重要課題となっています。 

２．電気関係業界の諸課題への対応 

本会は令和 7年度も、電気安全の確保、電気技術者の確保・育成、適時的確な情

報発信の３つを柱とし、本部・新聞部・全国 10 支部からなる本会の総合力を発揮し

て、電力安定供給の確保をはじめとする電気関係業界の諸課題に対応してまいりま

した。 

電気安全の確保については、電気設備に関する技術規格類の制改定や整備のほか、

消防法に基づく認定事業などを着実に実施しました。 

電気技術者の確保・育成については、ウェブサイト「Watt Magazine」を通して、

若者に電気保安・電気工事業界の魅力を伝えました。また、次世代を担う若年層へ

の教育活動や電気技術者向けセミナーなどの実施にも力を入れました。 

適時的確な情報発信については、本会が発行する電気新聞等を通じて、電力シス

テムの制度設計の進捗状況を詳報するなど電力安定供給に直結する情報を詳細か

つわかりやすく発信するよう努めました。 

３．令和 7 年度収支状況  

令和 7 年度の本会の収支状況は、経常収益が 4,746 百万円（前年度比＋230 百万

円）、経常費用が 4,310 百万円（前年度比＋37 百万円）となった結果、経常収支（評

価損益等調整前当期経常増減額）は 435 百万円（前年度比＋193 百万円）となり、

14 期連続の黒字決算（増収増益）となりました。 

経常収益の前年度比増加の主な要因は、定期講習受講者の減少による収益減（△

33 百万円）があったものの、有楽町電気ビルテナント空室減少や賃料改定等による

不動産収益の増加(＋90 百万円)、企業業績が好調であったことによる受取利息・配



 

 
 

当金収入の増加(＋85 百万円)、電気新聞購読プラン改定による購読料収益の増加な

ど新聞事業収益の増加(＋84 百万円)等によるものです。 

経常費用の前年度比増加の主な要因は、ベア等による人件費の増加(＋81 百万円)

等によるものです。 

 

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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事業活動のポイント 

１．電気安全の確保 

(1) 日本電気技術規格委員会（JESC）における民間規格の制改定の承認 

日本電気技術規格委員会（JESC）では、本委員会 4回、民間規格等制改定プロセ

ス評価委員会 3回、外部評価機関委員会 1回を開催し、「発電用蒸気タービン規程」

等計 6件の民間規格の制改定を承認しました。 

(2) 原子力発電所の規制検査・再稼働審査に係る規格の制改定案の審議 

原子力規格委員会（NUSC）では、本委員会を 4回、分科会・検討会・作業会等を

215 回開催しました。原子力規制検査の実績反映、再稼働審査及び最新知見の反映

等に対応した「原子力発電所の保守管理規程」など 10 規格を審議し、「フェライト

鋼の破壊靭性参照温度 T0決定のための試験方法」など 5規格を発行しました。 

また、照射脆化に関する 2 規格（「原子炉構造材の監視試験方法」追補版および

「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」追補版）の原子力規制庁

の技術評価（※）対応を 7月に完了しました。 

さらに、「原子力発電所耐震設計技術規程」の技術評価対応を 4 月に開始し、機

器・配管系の対応は令和 7年度で概ね終了しました。土木系、建築系の対応は令和

8年度前半まで継続いたします。 

※ 原子力発電所の審査・検査の効率化を図るため、国の規制に活用するよう事業者が要望 

している民間規格を国があらかじめ評価しておくこと。 

(3) 電気用品調査委員会における国の方針に対する速やかな対応 

電気用品調査委員会では、引き続き、国の方針に沿って電気用品安全法の「電気

用品の技術上の基準を定める省令の解釈」（以下「技術基準解釈」という）別表第 1 

から別表第 11 までを別表第 12(JIS・IEC)に移行する検討を進めました。昨今の電

気用品の製造・流通等におけるグローバル化や国際規格への整合化の観点から、別

表第 12(JIS・IEC)への一本化が必要となっております。 

(4) 電気技術規程・指針類および専門図書などの発行 

法令等の改正に伴う内容の見直しおよび改定要望などの検討結果を反映した「高

圧受電設備規程」、火力発電設備で必須となる「燃焼設備規程」「液化ガス設備規程」

「発電用蒸気タービン規程」改定版など合計 21 点（電気技術規程・指針類など 13

点、電力用規格 5点、専門図書ほか 3点）を発行しました。 

(5) 電気技術規程・指針類等の電子書籍による提供 

日本規格協会のサーバを利用し提供を行っていた原子力規格および電力用規格

の電子版は、電子書籍プラットフォームが整ったことから、１年間の移行期間を設

け、本会での提供へ順次移行し、令和 8年度からの完全移行に至りました。 

また、令和6年度よりスタートした電子書籍のサブスクリプションサービスでは、



 

 
 

積極的な訪問営業から顧客要望をヒアリングし、新たな商品として、内線規程など

利用者ニーズが高い 5つの電気技術規程・指針の中から組み合わせや冊数を選択で

きる「セレクトプラン」を展開しました。なお、令和 7年度末時点のサブスクリプ

ションサービス契約数は法人 47 社、個人 164 件、セレクトプラン 26 件でした。 

(6) 消防法に基づくリチウムイオン蓄電池設備(常用・非常用兼用)の認定業務開始 

  消防法令等の改正により、常用・非常用兼用のリチウムイオン蓄電池設備も消防

用設備等の非常電源として認められたことを受け、消防法に基づく登録・認定業務

において、令和 7 年度より新たに同設備の認定を開始しました。メーカー1 社から

申し込みを受け、1月に型式認定 1機種の認定を実施し、手数料収入を得ました。 

(7) 経済産業省からの電気保安に関する技術調査受託 

国からの調査受託事業は、令和 6 年度から継続の 2 事業 (合計契約額 52.3 百万

円)を受託しました。 

 (注)金額は十万円未満を切り捨てて表示しております。 

【受託金額の推移】  （ ）内は受託件数。 

 

(注)金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

(8) 電気安全に係る普及啓発事業の展開 

本会は電気安全全国連絡委員会の事務局を務めており、電気安全全国連絡委員会

として経済産業省主唱の「電気使用安全月間」（8月）周知用の全国統一ポスターを

作成し、頒布しました。 

また、電気主任技術者の人材育成や人手不足が課題となっていることを踏まえ、

電気安全 DVD は電気主任技術者の教育をテーマとした新シリーズ『電気主任技術者

物語 ～めざせ!電気保安のプロ～ 』の第一話（キュービクルの基本構造と機器）を

制作し、2月に販売を開始しました。（現在、合計 30 タイトルの DVD を販売） 

(9) 電気保安に優れた業績を上げた方々の表彰 

本会が実施している澁澤賞は、広く電気保安に優れた業績を上げた方々に毎年贈

られる民間で唯一の電気保安関係表彰です。令和 7年度は、澁澤委員会 2回、選考
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委員会 2回において選考した結果、過去最多となる計 51 件 151 名を第 70 回澁澤賞

の受賞者に決定し、11 月 18 日 東京商工会議所 渋沢ホール(東京・千代田区)にて

贈呈式を開催しました。 

なお、第 70 回の節目にあたり、特別な取り組みとして「澁澤賞 委員長特別賞」

を設け、今回の澁澤賞受賞者の中から、災害応援・災害対応に尽力された方、女性

活躍の推進に寄与された方、現場で活躍する中堅層に近い方々、計 4名に贈呈しま

した。 

また、令和 6 年度（第 69 回）澁澤賞受賞者のうち 5 名が第 61 回 電気保安功労

者経済産業大臣表彰を受けました。 

２．電気技術者の確保・育成 

(1) 次世代を担う若年層教育等の拡大 

① 電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた取り組み 

電気関係 8 団体で構成されている「電気保安・電気工事業界の認知度向上・入

職促進に向けた協議会」（※）では、ウェブサイト「Watt Magazine」を運営して

おります。令和 7 年度は、新たに「企業を探す」や「動画から知る」ページを作

成し、企業のウェブサイトへの遷移や動画から他の記事への誘引を図るなど導線

の強化を意識した改修を行いました。また、支部や運営団体との協働により、競

合媒体には無い Watt Magazine 独自の記事を多数掲載しました。 

※ 協議会運営団体 

・全国電気管理技術者協会連合会  ・（一財）電気技術者試験センター 

・全日本電気工事業工業組合連合会 ・（一財）電気工事技術講習センター 

・（一社）送電線建設技術研究会   ・電気保安協会全国連絡会 

・送配電網協議会         ・（一社）日本電気協会 <事務局> 

② 原子力工学大学院博士課程奨学金制度 

わが国の大学原子力工学部門の教育・研究の充実に寄与することを目的として、

平成 13 年度より博士後期課程学生を対象に奨学金を 2 年間支給しております。

（令和 7年度までの実績：延べ 112 名） 

令和 8年度奨学生の選考を行い、4名の奨学生を決定しました。 

③ 電気新聞（新聞部）による取り組み 
  2050 年に日本で想定されるエネルギーや環境、人口減少などの諸問題について、

その時代を担う高校生に考えてもらい、解決策について提言、発表していただく

「高校生が競う Energy Pitch！」を昨年度に続き開催しました。また、エネルギ

ー教育に意欲的な学校を費用面から支援する「エネルギー教育支援事業」も継続

して実施しました。 

④ 地域の特徴を捉えた次世代を担う若年層教育  
  中部支部が実施している「電気の魅力を伝える特別講座」（会員企業の若手社員



 

 
 

に高校で講演いただく活動など）のほか、九州支部で実施している「わくわく電

気教室」（地元の小学生を対象とした電気に関心を持ってもらう活動）など各支部

でそれぞれ実施している教育活動を継続して実施しました。また、四国支部では、

電気専攻の高校生・高専生の資格取得を支援する活動において、新たな取り組み

として、高圧受電設備見学会を実施しました。 

(2) 電気主任技術者を対象とした職業紹介事業 

令和元年度の事業開始から 7年目となる職業紹介事業は、インターネット検索か

らの申し込みも増え、求職者・求人企業ともに登録数を伸ばしました。一方で、職

業紹介事業者の参入が進み競争が増しております。 

重点エリア（首都圏、中部・関西圏）を中心に事業を展開するとともに、重点エ

リア外の対応強化のため、他の職業紹介事業者との提携（アライアンス）契約を締

結しました。 

(3) 法定講習（第一種電気工事士定期講習および認定電気工事従事者認定講習）の

実施 

経済産業大臣の指定講習機関の一つである(一財)電気工事技術講習センターか

ら、第一種電気工事士定期講習を全日本電気工事業工業組合連合会と共同で請け負

い、実施しました。集合講習を支部、オンライン講習(定時方式・随時方式の 2 方

式)を本部が担当しております。 

受講対象者数は 5年の周期があり、初年度および次年度をピークとしてその後は

受講対象者が減少する傾向があります。令和 7年度はオンライン講習が好調だった

ものの、5 年周期の 3 年目にあたり受講対象者が少ない年度であったことに加え、

受講対象者の高齢化による免状返納や受講控え等により、受講修了者数は前年度比

で 7,798 名減少しました（前年度比 36.8％減） 

【第一種電気工事士定期講習 受講修了者数の推移】 

 

また、(一財)電気工事技術講習センターから請け負った認定電気工事従事者認定

講習は、令和 7年度は上期および中間期を担当し、受講修了者数は 3,108 人でした。

さらに、同年度から実施したオンライン講習の受講修了者数は 820 人でした。 

(4) 電気技術者向けの講習会を全国各地で実施 

本部では、資格試験対策講習会や「第 60 回 電気関係事業安全セミナー」「第 58

回 電気設備 PM（設備保全）セミナー」などをオンライン（オンデマンド方式）で

開催しました。「JEAC4111-2021 原子力安全のためのマネジメントシステム規程講
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習会」の実務コースでは、オンデマンド方式を主としつつ、一部ライブ配信を織り

交ぜたハイブリッド方式を採用するなど受講者のニーズに合わせた工夫を図りま

した。 

各支部においても、地域のニーズに対応した様々な講習会を実施し、支部全体で

受講者数は 9,952 名となりました。（対前年度比 ＋199 名） 

３．適時的確な情報発信 

(1) 電気新聞による適時的確な情報発信 

① 変化の激しい電力・エネルギー産業について高度な情報をわかりやすく発信 

電気新聞では、電力市場改革、原子力活用、働き手不足といった主要テーマに

ついて、「大きな流れ」、「詳細な報道」を意識した報道を遂行しました。北海道電

力㈱泊発電所 3 号機の新規制基準適合（4 月）、GX 脱炭素電源法の施行（6 月）、

関西電力㈱美浜発電所の建て替えに向けた調査再開（7 月）など、原子力関連の

大きな動きを詳報したほか、東京電力ホールディングス㈱柏崎刈羽原子力発電所

6号機の再起動（1月）に際しては号外も発行しました。 

② 9 月に本紙紙面刷新および電子版リニューアルを実施 

本紙紙面刷新では、1 面目次を見直して当日の紙面内容を把握しやすくしたほ

か、「改革の先に 制度設計の論点」をはじめ各面で新たな企画を掲載しました。

また、電子版「電気新聞デジタル」のリニューアルでは、サービス基盤を整え、

ビューアー機能の強化を実施するなどユーザーの利便性向上を図りました。 

③ 購読では 10 月に購読プランを改定、広告は好調 

製作コストの増大や電子版ニーズの拡大などの事業環境の変化に対応するため

10 月に購読プラン改定を実施し、電子版+宅配紙のセットプランを廃止したほか、

各プラン購読料を値上げしました。プラン改定した 10 月は大きな部数減があっ

たものの、セットプラン廃止による追加購読申し込みなどもあり、令和 7 年度累

計では増部を確保しました。 
広告は、電力系電工 80 周年など令和 6 年度大型案件の反動減があったものの、

休眠・新規顧客の掘り起こしなどを推進し、収益は前年度実績を上回りました。 

④ セミナーは着実に実施、出版は受託刊行物を計画的に発行 

セミナー事業では、令和 6 年度に続き海外視察団を編成し、3 月に米国のデー

タセンターや AI 等の幅広い領域のプレーヤーを訪問しました。また、前述の「高

校生が競う Energy Pitch!」のほか、「下北原子力セミナー」、「福島復興セミナー」

も着実に実施しました。また、1月に実施された澤昭裕氏没後 10 年を踏まえた公

益事業学会のイベント支援を受託しました。 

出版事業では、「エネログ」（電気事業連合会）、「電気と保安」（関東電気保安協

会）、「月刊省エネルギー」（省エネルギーセンター）を受託し、計画通り発行しま

した。自主刊行物は定番冊子「でんきを知るガイドブック 2026」などに加え、新

規冊子として、様々な電力市場について解説した電気新聞本紙連載をベースに編

集した「早わかり 電力取引」などを発行しました。 



 

 
 

(2) 電気関係業界における総合団体の立場を活用した的確な情報発信 

各支部で施設見学会を実施し、会員相互の交流を図るとともに、エネルギー問題

に関する正しい情報の浸透へ寄与しました。（東北支部：女川原子力発電所見学会、

関東支部：福島第二原子力発電所見学会、関西支部：大阪・関西万博研修見学会な

ど）  

また、本部においても、中国支部と連携し、10 月に島根原子力発電所見学会を実

施しました。 

４．事業基盤の強化・確立 

(1) 協会大の安全なシステム環境の構築 

令和 5 年 12 月にランサムウェア攻撃を受けた会員管理システムについて、新シ

ステムの開発が遅れておりましたが、6 月末までに予定していた開発を完了し、会

員管理に関する主要業務は実施可能となりました。これにより、既に復旧していた

会計システムを含め、ランサムウェア被害を受けたシステムは本格稼働に至りまし

た。 

本部および新聞部のセキュリティ強化に向け、脆弱性診断とコンサルティングを

行うセキュリティベンダーを選定し、診断結果に基づき対応策を実施しました。ま

た、本部、新聞部のシステムバックアップ環境の可視化を行い、ランサムウェア被

害に備えたバックアップ取得状況の整理と必要な対応を実施しました。 

加えて、職員一人ひとりのセキュリティリテラシー向上を目的とし、セキュリテ

ィ教育の自動化システムを導入するとともに、定期的な研修も実施しました。また、

セキュリティポリシーの評価を継続的に行い、同ポリシーを遵守しました。 

(2) 組織力の整備・強化 

７月に事業推進部と人材事業室を統合し「人材育成事業部」に改称しました。こ

れにより、職業紹介事業に必要な準備作業を総合的に運用して、効率的な事務運営

を図ります。また、適材を紹介できない求人企業に対し、電気技術者の育成のため

に展開している既存サービス（講習会・関連書籍・DVD 等）を活用した電気技術者

   

「でんきを知るガイドブック 2026」 「早わかり 電力取引」 



 

 
 

の育成提案の展開を検討していきます。 

(3) 収益基盤の強化 

有楽町電気ビル設備の修繕費用高騰による経費負担の増加や近隣の大規模ビル

賃料の上昇を踏まえ、令和 6年度に引き続き、契約更新を迎えるテナントに対して

賃料交渉を実施し、収益基盤の強化に努めました。令和 7年度の賃料収入は、空室

減少や賃料改定により増収となりました。 

また、資金運用における有価証券等の安定的な運用に向け、外部専門家の助言を

受けながら、ポートフォリオ投資方針を策定しました。 

５．その他 

(1) 第 104 回社員総会の開催 

6 月 6 日 明治記念館（東京）にて、第 104 回社員総会を開催しました。第 1号議

案「令和 6年度事業報告および決算の承認の件」、第 2号議案「役員選任の件」、第

3号議案「常勤理事の退任慰労金の件」について原案どおり承認、議決されました。 

  

第 104 回社員総会 

(2) 理事会・参与会実施状況 

理事会は、4回（5月、6月、11 月、3月）開催しました。 

参与会は、2回（6月、11 月）開催しました。 

(3) 会員の状況  

法人正会員数の増減は差し引きゼロでしたが、個人正会員数は微減、法人会員数

も微減となりました。 

会員の種別 令和 7年 4 月 1 日 令和 8年 3 月 31 日 増 減 

法人正会員 1,422 社 1,422 社 0 

個人正会員 1,359 名 1,356 名 △3 名 

正会員計 2,781 2,778 △3 

法人会員       699 事業所       688 事業所 △11 事業所 

会員計 3,480 3,466 △14 

以上  



 

 
 

各 論 

Ⅰ．電気安全の確保 

１．電気技術・規格に係る調査・研究・発行  

(1) 電気に関する調査研究 および 規格・基準の策定事業 

（公益目的支出計画 実施事業） 

① 日本電気技術規格委員会（JESC）(委員長 大崎 博之 東京大学教授) 

(ｱ) 概  要 

民間規格作成団体から依頼された電気設備に関する規格・基準などに対し、

電気事業法の技術基準への適合性について、透明性、中立性、公平性を原則と

した第三者評価機関として評価。 

(ｲ) 活動状況 

i. 規格等評価活動 

本委員会 4 回、民間規格等制改定プロセス評価委員会 3 回、外部評価機

関委員会 1回を開催。 

○ 民間規格の制改定を承認（計 6件、別表-1）。 

・「風力発電設備の定期点検指針」 ・「発電用蒸気タービン規程」 

・「電気自動車用充電設備に係る電気設備の設計・施工ガイド」 

・「系統連系規程」 ・「配電規程」 

・「22(33)kV 配電規程」  

○ 国の基準に引用する民間規格等の改定を承認。また、国へ民間規格等

の引用要請（民間規格等リスト化）を実施（計 9件、別表-1）。 

・「高圧架空電線路に施設する避雷器の接地工事」 
・「高圧ケーブルの遮へい層による高圧用の機械器具の金属製外箱等の連接接地」 
・「電路の絶縁耐力の確認方法」 ・「電気機械器具の熱的強度の確認方法」 
・「『鉄塔用 690N/mm2高張力山形鋼』の架空電線路の支持物の構造材への適用」 

・「水門扉の扉体に使用する材料」 ・「洪水吐きゲートの扉体材料の許容応力」 

・JIS 規格（16規格） ・「発電用火力設備規格基本規定」 

○ 国の基準の改正案を承認（計 2件、別表-1）。 

・「電技解釈第 17 条の改正（案）」 ・「電技解釈第226条、第227条の改正（案）」 

○ 令和 7年度は、令和 6年度に JESC から国に改正を要請した 12件につい

て、国が「電気設備の技術基準の解釈」の一部改正を実施（別表-2）。 

ii. JESC 功績賞 

令和7年度は第131回 JESCにてJESC功績賞2件（表彰者2名）を決定、

表彰式を実施。 

② 各専門部会 

(ｱ) 概 要 

発変電・送電・配電・需要設備など 9 つの専門部会で、民間規程・指針を整

備、国の基準改正要請を検討。 



 

 
 

(ｲ) 活動状況 

会議形態に応じ、集合開催と Web 開催を併用する等、効率よく専門部会等を

計画的に開催。令和 7 年度は、延べ 152 回開催し、「系統連系規程」等 11 件

の規程・指針を検討（別表-3）。 

規程・指針の改定に伴う昨今の情勢に応じた対応状況として「系統連系規程」

改定において、蓄電設備の連系に係る出力変化速度・運転力率の規定等を追加。 

③ 原子力規格委員会（NUSC）（委員長 阿部 弘亨 東京大学教授） 

(ｱ) 概 要 

国の法令運用にも活用される、原子力に関する民間規程･指針類を整備。 

(ｲ) 活動状況 

○ 規格等整備・理解促進活動 

・ 原子力規格委員会を 4 回開催し、原子力規制検査の実績反映、再稼働審査

および最新知見の反映等に対応した「原子力発電所の保守管理規程」など

10 規格を審議し、「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 T0 決定のための試験

方法」など 5規格を発行（別表-4, 5, 6）。 

・ 「第 10 回 原子力規格委員会シンポジウム」を企画 

テーマ ： 「原子力業界における AI 活用の現状と期待、展望」 

開催予定日 ： 令和 8年 10 月 26 日 

・ 照射脆化に関する 2 規格（「原子炉構造材の監視試験方法」追補版および

「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」追補版）の技術

評価対応を 7月に完了。 

・ 「原子力発電所耐震設計技術規程」の技術評価対応を 4 月に開始。機器・

配管系の対応は令和 7 年度で概ね終了。土木系、建築系の対応は令和 8 年

度前半まで継続（別表-7）。 

○ NUSC 功労賞 

・ 規格の制改定等で顕著な功績が認められた 5 名に対し、NUSC 功労賞の授与

（第 94 回 原子力規格委員会(6 月 24 日実施)において表彰式を実施）。 

④ 原子力関連学協会規格類協議会 

(ｱ) 概 要 

本会、日本原子力学会、日本機械学会が中心となり、原子力事業の遂行に必

要となる学協会規格類の策定、維持、運用を効率的、合理的に進めるための協

議を実施。 

(ｲ) 活動状況 

令和 7 年度は 4 回開催し、学協会規格の継続的な活用計画、事業者からの技

術評価要望状況等に関して意見交換を実施。本会が主体として実施した照射脆

化 2規格および原子力発電所耐震設計技術規程の技術評価対応状況を説明。 

⑤ 電気用品調査委員会（EAM-RC）（委員長 小野 亮 東京大学教授） 

(ｱ) 概  要 

電気用品安全法の技術基準にかかわる規格・基準について、民間の技術的知



 

 
 

識、経験等を迅速に反映すること等により電気製品・設備の安全を確保し、電

気用品による危険および障害を防止することを目的として活動する委員会。 

(ｲ) 活動状況 

○ 電気用品調査委員会（3回開催） 

・ 整合規格検討部会、解釈等検討部会、特別検討部会（IoT 関連）から上

程された議題について審議。令和 7 年度は、技術基準解釈別表第 2（電

線管、フロアダクト及び線樋並びにこれらの附属品）、別表第 3（ヒュー

ズ）、別表第 5（電流制限器）の改正案および別表第 12（国際規格等に

準拠した基準）への採用を要望する JIS（16 件）について、国へ改正要

望を提出（別表-9,10）。 

・ J1000(H14)「遠隔操作機構を有するものに対する要求事項」について、

国へ改正要望を提出（別表-10）。 

・ 「AV 機器の遠隔操作機構に関する試験方法」（電気用品調査委員会基準）

を改定。 

・ 『「解釈別表第 4 に係わる遠隔操作」に関する報告書』（電気用品調査委

員会基準）を改訂。 

・ 令和 6年度に提出した解釈改正要望に関して、令和 7年度中に別表第 10

が別表第 12 に採用（別表-11）。 

・ 令和6年度に提出した解釈改正要望に関して、令和7年度中に9件のJIS

が別表第 12 に採用（別表-12）。 

⑥ 国際規格への対応 

(ｱ) IEC/TC99 関係 

本会は、IEC/TC99（交流 1kV 超過・直流 1.5kV 超過の高電圧電気設備の絶縁

協調とシステムエンジニアリング）の国内委員会を、経済産業省に設置されて

いる審議会、日本産業標準調査会（JISC：Japanese Industrial Standards 

Committee）から承認を受けて運営。令和 7 年度は、計画どおり 2 回開催。

IEC/TC99の規格制改定において日本の立場が損なわれることのないよう、投票

およびコメントの提出を着実に実施。また、9月 18日にインド・ニューデリー

で開催された TC99 プレナリー会議（全体会議）に日本の専門家を派遣。さら

に TC99 が所管する規格、IEC 61936-1（国の内規である「電気設備の技術基準

の解釈」第 219 条に引用されている）を含む関連規格の制改定に当たり、関連

作業会に日本の専門家を派遣する等、適切に対応。 

(ｲ) IEC/TC64 関係 

本会は、IEC/TC64（電気設備および感電保護）の国内委員会を、経済産業省

に設置されている審議会、日本産業標準調査会（JISC：Japanese Industrial 

Standards Committee）から承認を受けて運営。令和 7 年度は、計画どおり 6

回開催。IEC/TC64の規格制改定において日本の立場が損なわれることのないよ

う、投票およびコメントの提出を着実に実施。また、令和 8 年 4 月 21 日から



 

 
 

23 日に横浜で開催される TC64 プレナリー会議（全体会議）に向け準備を実施。

さらに、日本が主導して作成した IEC TS 60364-7-725「災害（地震、水害、風

害）に対するレジリエントな電力供給システム」が技術仕様書として令和 8 年

1月 30日に IECから発刊。今後当該規格に対しては、技術仕様書から国際規格

化に向け適切に対応。 

(ｳ) ISO/TC85/SC6 関係 

本会は、ISO/TC85(原子力、原子力技術、放射線防護)/SC6(原子炉技術)の国

内委員会を経済産業省に設置されている審議会、日本産業標準調査会（JISC：

Japanese Industrial Standards Committee）から承認を受けて運営。 

 新規規格提案への賛否や既刊規格の定期レビュー(改定要否や、廃刊とする

か否か)等、様々な案件に対して日本の意見をとりまとめ、令和 7 年度は 20 件

の国際投票を実施。 

(2) 規程・指針類の発行（別表-13） 

種  類 点  数 

電気技術規程・指針など 制定：2点 

改定：11 点 

法令等の改正に伴う内容の見直しおよび改定要望などの検討結果を反映した

「高圧受電設備規程」、火力発電設備で必須となる「燃焼設備規程」「液化ガ

ス設備規程」「発電用蒸気タービン規程」の改定版を発行。 

令和 7 年度に改定した「高圧受電設備規程」を中心に、売上実績約 148 百万

円となり計画値を達成。 

(3) 規程・指針類の電子書籍による提供 

・ 令和 6 年度よりスタートした電子書籍のサブスクリプションサービスは、売

上実績約 17 百万円となり計画値を達成。令和 6 年度に実施した積極的な訪

問営業から顧客要望をヒアリングし、内線規程など利用者ニーズが高い 5 つ

の規程・指針の中から組み合わせや冊数を選択できる新たな商品（セレクト

プラン）を展開。令和 7 年度末時点の契約数は法人 47 社、個人 164 件、セ

レクトプラン 26 件。 

・ 日本規格協会のサーバを利用し提供を行っていた原子力規格・電力用規格の

電子版は、電子書籍プラットフォームが整ったことから、１年間の移行期間

を設け、順次、本会での提供へ移行（令和 8年度からは完全移行）。 

(4) 電力用規格の発行（別表-13） 

電力用規格は、JIS 規格への準拠、信頼性確保、製造効率の向上等の共通化

を図り、コストダウンや非常災害時の機材融通性を高めることを目的に、電力

10社が協調して各機材の仕様を定めた。令和 7年度は、新たに 2規格を発行。 

種  類 点  数 

電力用規格 
制定：2点 

改定：3点 

 



 

 
 

２．電気技術・規格の新しい技術・規制緩和等に係る調査・研究 

(1) 受託事業 

① 概 要 

経済産業省が実施する調査事業に応札、受託。 

② 受託件名と内容 

件名、調査事項および受託額 調査結果の概要 

電気設備技術基準関連規格等調査 

・電技解釈が引用する JIS 等の規格のう

ち、近年規格が改正されたものについ

て改めて技術的内容を確認し、引き続

き電技解釈に引用することの妥当性に

ついて調査。解釈への引用の妥当性が

確認できた規格について、民間規格評

価機関が当該規格の省令への適合性確

認要請を実施。 

 

・昨今、周波数変換装置等で導入が進ん

でいる整流方式が自励式のものについ

て保安要件の実態を調査。必要に応じ

て解釈への取込みについても検討を実

施。 

 

 

 

 

・EV シフトの進展により高出力充電器の

普及が想定されるが、交流の EV 用供給

設備については、現行 100V が主流のた

め、今後の高出力化を見据え交流 200V

化に必要な保安要件の整理を実施。 

 

・IEC60364 規格の改正への対応として

「電技解釈（第 218 条）への IEC 規格

（IEC60364 規格群）の取入れ検討」を

実施。電技解釈へ取入れ可となったIEC

規格については、適用にあたっての制

限事項や留意事項などを検討し、電技

解釈への取入案の策定と共に取入案に

対する逐条解説を作成。加えて直流規

格である IEC61936-2 を将来的に電技解

釈第 219 条に取入れることを想定した

取入れに向けた課題等を整理。 

 

受託額 34,805 千円（税抜） 
 

 

・今回調査対象となった民間規格（計 16 規

格）について調査を実施した結果、いず

れも引き続き電技解釈に引用することが

可能であると判断した。またこれらの規

格については、民間規格評価機関である

「日本電気技術規格委員会（JESC）」に対

して省令への適合性確認要請を実施。そ

の後、JESC にて評価を実施し省令への適

合性が確認された。 

・自励変換器の中性線電路の絶縁性能を確

認するにあたり、他励方式で用いられて

いる試験電圧算出式を自励式にも適用で

きるか検討を実施。結果、そのまま適用

することは妥当ではないとの結論に至っ

た。また、今後の課題として、「試験電圧

による機器の絶縁設計への影響」や、「瞬

時ゲートブロック時の過電圧の考慮」に

ついて検討する必要があると整理した。 

・交流 200V 化に向けて直流 V2H の保安要件

の準用することは妥当と判断した。 

その一方で、交流V2Hでは対地静電容量の

影響で地絡検出に誤動作のおそれが判明

したため、交流 200V 化の保安要件規定は

時期尚早との結論に至った。 

・電技解釈（第 218 条）への IEC 規格の取

入れについて検討を実施。取入れ検討結

果が「可」となった規格について逐条解

説を作成し、併せて用語の整合性確認を

実施。また、IEC61936-2 の取入れ課題等

の整理を行い、今後、具体的な条文案の

検討を行うことが可能である見通しを得

た。 

 

上記の内容について経済産業省に報告。 

無電柱化工法の実現可能性等調査 
・高圧地上電線路規格の適用範囲拡大に

向けて、人の往来が想定されない山地

 

・車両の往来が一定程度ある場所に高圧地

上電線路を施設することを想定し、車両



 

 
 

件名、調査事項および受託額 調査結果の概要 

でありつつも、車両の往来が一定程度

ある場所における高圧地上電線路の保

安要件等について調査を実施。 
 
 
 
 

・高圧地上電線路の実現（擁壁上部への

施設）に向け、道路占用物件として求

められる要件を、工事、維持、運用の

観点から調査を実施。 
 
受託額 17,544 千円（税抜） 

衝突リスクや車両往来等の視点を追加し

て感電・火災等のリスク抽出や保安要件

の再評価を実施。その結果、除雪作業に

よる影響および車両による踏みつけ・衝

突による影響については模擬設備による

実験を実施する等、引き続き調査・検討

を重ねていく必要があると整理した。 

・道路占用許可協議にあたり道路管理者と

の協議が望ましい事項を整理した。 
 
上記の内容について経済産業省（資源エネル

ギー庁）に報告。 

 

３．電気安全・保安確保の推進 

(1) キュービクル式高圧受電設備推奨委員会 

① 概 要 

自家用需要家設備の安全確保と電気事業用設備への波及事故防止を目的とし

て、優良なキュービクル式高圧受電設備の推奨業務を実施。 

② 活動状況 

委員会を 5 回開催し、形式 18 機種の推奨基準への適合性を審査（別表-

14,15）。 

形式推奨銘板 39 枚を交付（別表-16）。 

(2) 消防法に基づく登録認定事業 

① 概 要 

キュービクル式非常電源専用受電設備(6.6kV)、ナトリウム・硫黄電池、燃

料電池などの電気設備に対し、消防用設備の非常電源として消防庁の技術基準

に適合していることを認定。 

また、他工業会への事務委任により蓄電池設備、低圧配電盤、誘導灯につい

ても同様に認定。 

② 活動状況 

令和 7 年 7 月 30 日の消防法令等の改正により、常用・非常用兼用のリチウ

ムイオン蓄電池設備も消防用設備等の非常電源として認められることとなった

ことを受け、「ナトリウム・硫黄電池設備，レドックスフロー電池設備認定委

員会」の名称を「電力貯蔵用蓄電池設備認定委員会」に改め、令和 7年 8月 22

日より常用・非常用兼用のリチウムイオン蓄電池設備の認定業務を開始。令和

8年 1月 28 日に型式認定 1機種の認定を実施。 

認定に係る各委員会の開催および認定状況は以下のとおり： 

○ キュービクル式非常電源専用受電設備 

・ キュービクル式非常電源専用受電設備の認定委員会を 6回開催。 



 

 
 

・ 形式 123 機種、個別 10 機種の技術基準への適合性を審査（別表-

13,14）。 

・ 形式認定銘板 671 枚を交付（別表-16）。 

○ 電力貯蔵用蓄電池設備（リチウムイオン蓄電池設備） 

・ 電力貯蔵用蓄電池設備の認定委員会を 3回開催。 

・ 型式 1機種の技術基準への適合性を審査。 

○ 蓄電池設備 

・ 蓄電池設備の認定委員会を 4回開催。 

・ 型式 78 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 629,208 枚を交付。 

○ 非常用配電盤 

・ 非常用配電盤の認定委員会を 6回開催。 

・ 型式 81 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 3,315 枚を交付。 

○ 誘導灯 

・ 誘導灯の認定委員会を 4回開催。 

・ 型式 207 機種の技術基準への適合性を審査。 

・ 型式証票 2,112,940 枚を交付。 

(3) 電気安全の普及啓発事業（電気安全全国連絡委員会） 

① 電気使用安全月間の周知 

(ｱ) 概 要 

経済産業省主唱の「電気使用安全月間」（8 月）に

協力し、電気関係事業はじめ各方面の安全意識の高揚

に尽力。 

(ｲ) 活動状況 

全国統一ポスターを作成。全国の電気安全委員会、

電気工事会社、工事組合、電気管理技術者協会、建設

会社などを通じて各企業・団体へ 88,454 部頒布（前

年度比 △322 部）。 

② 第 61 回 電気保安功労者経済産業大臣表彰への対応 

8 月 1 日に KKR ホテル（東京都千代田区）にて、電気保安功労者経済産業大

臣表彰式が開催。なお、前年度に引き続き本会主催の祝賀会は中止。 

受賞者 

工場等の部 4 件 

電気工事業者の営業所の部 6 件 

団体の部 0 件 

個人の部 25 件 

合計 35 件 

※ 個人の部において、第69回（令和6年度）澁澤賞受賞者のうち5名が受賞。 

電気安全ポスター 



 

 
 

③ 電気安全パンフレット 

(ｱ) 概 要 

家庭の電気事故防止および自家用電気設備の波及事故防止啓発のため、パン

フレットの作成および頒布。 

(ｲ) 活動状況 

 「電気使用安全月間」において、全国の電気安全委員会、電力会社、電気保

安協会、電気管理技術者協会などを通じ、一般家庭・自家用事業所へ頒布。

一般家庭向け 34,837 部（前年度比 △1,105 部）、自家用事業所向け 52,941

部（前年度比 ＋4,657 部）。 

④ 第 60 回 電気関係事業安全セミナー 

(ｱ) 概 要 

職場における安全確保、事故災害やヒューマンエラー防止に向けた安全シス

テムの考え方・問題点・対策の紹介などを目的として毎年開催。 

(ｲ) 活動状況 

日程・会場 

（視聴期間） 
：8月18日～10月3日 オンデマンド方式 

（電気使用安全月間に合わせて実施） 

受講者数 ：195名 

テーマ ：「事故事例を活かす安全マネジメント 

 ～未来へつなぐ組織づくり～」 

基調講演 

・パネルディスカッション 
：「まさか！を防ぎ未来へつなぐ 

 ～事故事例から学ぶ安全マネジメント～」 

鼎談 ：「強まる制約と高まる要求の下での安全活動 

 を語る」 

講演 ：「ノンテクニカルスキル2.0の取り組みと 

 事故防止に向けた新たな展開」 

研究発表 ：「実効ある安全教育の新機軸」3本 

  

第 60 回 電気関係事業安全セミナー 

(パネルディスカッション) 

第 60 回 電気関係事業安全セミナー 

(鼎談) 

⑤ 第 58 回 電気設備 PM（生産保全）セミナー 

(ｱ) 概 要 

工場、事業所における電気設備の適切な保全管理による事故・トラブルの防

止、メンテナンス技術の向上に寄与するため、毎年開催。 

(ｲ) 活動状況 

日程・会場 

（視聴期間） 
： 2月2日～3月16日 オンデマンド方式 



 

 
 

受講者数 ： 261名 

テーマ ： 「兆候は必ずある！電気設備の未来を診る 

 ～保守･メンテナンス 最前線！～」 

特別対談 ： 「事故を未然に防ぐ最新保全技術 

 - IoT 技術を活用したスマート保安」 

講演  ： 「ケーブルを診る･守る - 診断技術で未然に防ぐ設備トラブル」 

  「配電盤・遮断器の診断力で現場を守る 

 – 故障予防と保全の高度化」 

  「変圧器を診る･予測する！ 

 開発・設計･製造、そして事故事例の視点から」 

  「世界を診る！電動機の海外における修理 

 ･保全事情から見た日本の現状と課題」 

  「兆候を見逃すな！蓄電池設備の診断と保全技術 

 - 非常用・常用設備の信頼性向上のための診断･保全技術」 

  「コスモ石油 堺製油所編」 

  「JAXA 種子島宇宙センターにおける打上施設の概要と保全」 

  「更新時期に満たない高圧E-TタイプCVケーブルの 

 今後の診断手法を探る」 

  「電気設備事故の実態と事故防止対策」 

  
第58回 電気設備PMセミナー 

(講演のオンデマンド配信画面) 

第58回 電気設備PMセミナー 

(特別対談のオンデマンド配信画面) 

⑥ 電気安全 DVD 

(ｱ) 概 要 

電気安全の普及、啓発を目的に電気安全全国連絡委員会名義で DVD を制作。 

(ｲ) 活動状況 

「電気主任技術者の人材育成や人手不足」を背景に、電気主任技術者の教育

をテーマとした新シリーズ『電気主任技術者物語』の第一話を制作（現在、合

計 30 タイトルの DVD を販売）。 

ベテランの電気主任技術者が、新人の女性電気主任技術者に対して研修を通

じ、高圧受電設備の基礎知識やキュービクル式高圧受電設備の構造や主要機器

の操作方法等を映像やアニメーションを用いてわかりやすく解説。 

販売周知活動としては、サンプル動画 2 種類の制作、支部会報や電気新聞等

への広告掲載、メールマガジンや SNS の活用、Watt Magazine への記事掲載、

電気保安法人向け DM 発送、有力顧客への訪問等を実施。 

また、電気主任技術者セミナー、本部・支部主催の各種講習会や行事等でチ



 

 
 

ラシ配布等を実施し、電気安全 DVD の認知度向上および売上増を推進。 

平成 9年 (1997 年) の販売開始より 28 年間で、累計約 21,700 本販売。 

 

 

 
電気主任技術者物語 ～めざせ！電気保安のプロ～ 

第一話 キュービクルの基本構造と機器  
(4) 澁澤賞 

① 概 要 

電気保安の確保などに対して、優れた業績を上げた個人・グループを毎年顕

表する民間表彰。わが国の電気保安行政の礎を築いた 故 澁澤元治博士の業績

を記念して昭和 31年に創設され、令和 7年度で 70回目を迎える。全 51件 151

名（前年比＋48 名）が受賞。 

第 70 回の節目にあたり、令和 7年度の特別な取り組みとして「澁澤賞 委員

長特別賞」を設け、今回の澁澤賞受賞者の中から、災害応援・災害対応に尽力

された方、女性活躍の推進に寄与された方、現場で活躍する中堅層に近い方々、

計 4名に贈呈。 

② 活動状況 

○ 選考 

 澁澤委員会（委員長 日髙 邦彦 東京電機大学工学部電気電子工学科客員

教授）で 2 回（4 月、10 月通常開催）、選考委員会（委員長 中西 宏典 

（一財）発電設備技術検査協会 理事長）で 2回（9月 Web 開催、10月通常

開催）にわたる選考の結果、応募総数 52 件のうち、個人 19 件、グループ

32 件、計 51 件 151 名の受賞者を決定し、11 月 3 日（文化の日）に本会ホ

ームページにて発表。委員長特別賞についても同日発表。 

○ 表彰 

 11 月 18 日、東京商工会議所 渋沢ホール（東京都千代田区）で開催。式

典の様子は後日 YouTube にて配信。 



 

 
 

 

 

４．電力の有効活用に関する情報、電気に関する法令・知識の普及 

(1) 電気使用合理化の普及啓発事業（全国電気使用合理化委員会） 

① 電気使用合理化パンフレット 

(ｱ) 概 要 

工場・事業所における省エネルギーに資する電気の有効利用推進のため、パ

ンフレットの作成および頒布。 

(ｲ) 活動状況 

パンフレット 2種類を作成（7月、2月）。 

全国の電気使用合理化委員会、電力会社などを通じ、工場や事業所などの需

要家へ 26,227 部（2種類合計）（前年度比 △1,199 部）頒布。 

既発行パンフレット紹介事例については、本部ホームページ上に順次掲載し、

広く一般に公開。 

(2) 電気に関する法令、知識普及等に関する図書発行 

① 令和 7 年度 発行図書 

(ｱ) 概 要 

電気技術者養成教育図書、電気関係専門図書などを発行。 

(ｲ) 活動状況（別表-13） 

法令等の改正など最新の情報に見直しを図った「2025 年版 電気設備の技術

基準とその解釈」「2025 年版 電気関係法規」「電気設備の技術基準（省令及

び解釈）の解説〔第 4版〕」を発行。 

種  類 点  数 

専門図書ほか 年刊：2点 

改定：1点 

② 販売促進の拡充 

(ｱ) 概 要 

労働安全衛生法で義務付けられている電気取扱特別教育用の低圧・高圧テキ

ストや、電気主任技術者試験対策に役立つ絵とき解説 電験三種演習問題集シ

リーズを展開。 

第 70 回 澁澤賞贈呈式の様子 



 

 
 

(ｲ) 活動状況 

10月に新しく「販売センター」を創設し、販売体制を強化。関係各所への積

極的な訪問営業をはじめ、各種イベントや本会主催の講習会でのチラシ配布、

メールマガジンやSNSなどを活用した積極的かつタイムリーなPR活動を実施。 

Ⅱ．電気技術者の確保・育成 

５．電気技術者の確保・育成に資する事業等の実施 

(1)「電気保安・電気工事業界の認知度向上・入職促進に向けた協議会」 

① 概 要 

電気保安・電気工事業界が中長期的に人材を確保することを目的に、業界横

断的な広報事業を行うため、業界 8団体により運営（本会は事務局を担務）。 

協議会が運営するウェブサイト｢Watt Magazine」を通して、電気に関心が無

かった高校生以上のこれから就職する若者やその保護者、これから転職を考え

る方々を主なターゲットとして、当業界の認知度向上に繋げることを目指す。 

② 活動状況 

○ Watt Magazine： 

関心層が記事を読んだ「次の行動」を想定し、「実際にどんな企業がある

のか」を知る導線として「企業を探す」ページを作成。また動画を一覧にま

とめた「動画から知る」ページも作成し、動画を通じた職種理解を促進し、

興味・関心のある記事への導線を強化。 

昨年度のチラシをさらに 2 ページにアップデートし、「家庭や店舗等に電

気が届くまで」をイラスト化。インフラに関わる仕事への内容を視覚的にわ

かりやすく構成し、全国の工業高校等へ配付。 

電気新聞・技術部との協働により、継続的な記事掲載を目的とし、企画相

談、情報共有、意見交換等をする「Watt Magazine 企画委員会」を創設。 

支部や運営団体との協働により、競合には無い Watt Magazine 独自の記事

を多数掲載。 

  

「Watt Magazine」のチラシ 



 

 
 

(2) 電気主任技術者を対象とした職業紹介事業 

① 概 要 

令和元年度の事業開始から 7 年目となる電気主任技術者を対象とした有料職

業紹介事業は、ネット検索からの申し込みも増え、求職者・求人企業ともに登

録数が増加。一方で、職業紹介事業者の参入が進み競争が激化。 

② 活動状況 

・ 令和 8 年 3 月末時点の電気主任技術者の累計登録者数は 900 名以上、契約

締結企業は 100 社以上。過去に紹介実績のある企業より再度の紹介依頼も

増加。 

・ 紹介手数料請求期間を入社 3 ヵ月後請求から、入社時請求（返金規定あり）

に変更。 

・ 成約効果が高い「現場見学会」は目標回数を達成したものの、成約数は前

年度を下回り、収益目標に未達。人材不足の一方で、求職者が他社に流れ

てしまうなど新たに参入した事業者との競争が激化したほか、現職への残

留に伴う内定辞退なども発生。 

・ 本部単独の運営体制のもと、重点エリア(関東、中部、関西)を中心に対応。

同時に成約確率の低い求人についてはリモート説明会、同行なしの見学会

を実施。 

・ 重点エリア外については、他の職業紹介事業者との提携（アライアンス）

や電力会社退職者の呼び込み（登録）の準備を進行中。 

(3) 原子力工学大学院博士課程奨学制度 

① 概 要 

わが国の大学原子力工学部門の教育・研究の充実に寄与することを目的とし

て、平成 13 年度より博士後期課程学生を対象に奨学金を 2年間支給。 

② 活動状況 

令和 7年度奨学生 4名に対し 4月 4日に贈呈式を開催。 

令和 7年度までの実績：延べ 112 名。 

2 月 13 日、選考委員会（委員長 大橋 弘忠 東京大学名誉教授）を開催（Web

出席者を含む）。令和 8年度奨学生の選考を行い、4名の奨学生を決定。 

(4) 支部における地域の特徴を捉えた次世代を担う若年層教育 

① 概 要 

各支部において、若年層を対象に教育活動を実施。 

② 活動状況 

・ 北海道支部：北海道教育委員会や実業高校・関係専門学校と連携。電気科

教員向け講習会、電気関係資格受験を目指す生徒への講習会等を基金事業

として無料実施。 

・ 中部支部：「電気の魅力を伝える特別講座」を実施。会員企業の若手社員に

高校で講演いただいたほか、ボーイスカウト愛知連盟主催「あいちスカウ



 

 
 

ト★フェスタ」への発電体験等のブース出展などを実施。 

・ 関西支部：第三種電気主任技術者試験受験対策講習会の受講料無料のモニタ

ーとして工業高校の生徒を募集。 
・ 中国支部：小学生を対象とする書写コンクール（電気に因んだ書写作品を募

集）を実施。また、書写コンクールへ応募した児童およびその保護者を対象

とした電気施設見学会を実施。 
・ 四国支部：高校在学中（高専は 1 年生から 3 年生の間）に第三種電気主任技

術者試験に合格した生徒を対象とした表彰施策を実施。 
６．電気技術者を対象とした講習会の実施 

(1) 法定講習事業 

① 第一種電気工事士定期講習事業 

(ｱ) 概 要 

電気工事士法に基づく第一種電気工事士に対する定期講習を、経済産業大臣

の指定講習機関の一つである（一財）電気工事技術講習センターから全日本電

気工事業工業組合連合会と共同で請負、支部との連携を図り実施。 

集合講習は支部が実施し、オンライン講習（定時受講方式・随時受講方式の

2 方式）は本部が実施。当講習は 5 年周期の 3 年目にあたり、集合講習は前年

度比で受講対象者数が減少。令和 3 年 4 月に第一種電気工事士免状を新規取得

した推計 1,900 名の受講対象月が免状交付制度変更により 3 月に該当すること

から、2、3月に 7会場の追加開催を実施。 

オンライン講習は、当初計画より約 200 名の受講修了者増。 

(ｲ) 活動状況（別表-17） 

【集合講習】 

会 場 数 119 会場 （計画 112 会場、前年度 203 会場） 

修 了 者 数 11,597 名（計画 11,150 名、前年度 18,700 名） 

【オンライン講習】 

実 施 回 数 22 回   （計画 22回、前年度 30 回） 

修 了 者 数 1,820 名（計画 1,600 名、前年度 2,515 名） 

 

 

※ 第一種電気工事士定期講習： 

第一種電気工事士免状取得者に対し

て、免状交付日から5年以内に定期講習

を受け、その後は5年毎に受講が義務付

けられている法定講習。 

第一種電気工事士定期講習（オンライン講習画面）  

 



 

 
 

② 認定電気工事従事者認定講習事業 

(ｱ) 概 要 

（一財）電気工事技術講習センターから請負の認定講習について、令和 7 年

度は上期および中間期を担当し、受講修了者として、上期は当初計画より約

1,000 名の減、中間期は当初計画とほぼ同数。 

令和 7 年度よりオンライン講習を定時受講方式で実施。当初 10 回開催の予

定が、受講者ニーズに応えるため 4回追加し、計 14 回開催。 

(ｲ) 活動状況（別表-18） 

【集合講習】 

 
上期 中間期 

実績 計画 実績 計画 

会 場 数 27 会場 32 会場 4 会場 4 会場 

修 了 者 数 2,638 名 3,630 名 470 名 458 名 

【オンライン講習】 

 実績 計画 

実 施 回 数 14 回 10  回 

修 了 者 数 820 名 840  名 

(2) 電気技術者育成講習事業 

① 本部講師派遣講習会（別表-19） 

(ｱ) 概 要 

本部から支部へ規程等講習会の講師を派遣。 

(ｲ) 活動状況 

・内線規程講習会 計 10 支部 

・高圧受電設備規程講習会 計 9支部 

・系統連系規程講習会 計 4支部 

・系統現象・保護協調講習会 計 8支部 

・電気設備技術基準・解釈講習会 計 10 支部 

・自家用電気工作物保安管理規程講習会 計 1支部 

② 支部主催講習会 

(ｱ) 概 要 

各支部において地域ニーズに応じ、幅広く受験対策講習会、労働安全衛生法

関係講習会、技術講習会などを開催。10 支部の受講者数の合計は 9,952 名。

（前年度比 +199 名） 

(ｲ) 活動状況 

講習会名 実施支部 受講者数 

第一種電気工事士試験受験対策 北海道、東北、中部、 

関西、四国、九州 
167 名 

第二種電気工事士試験受験対策 北海道、関西、四国、 

九州 
347 名 



 

 
 

講習会名 実施支部 受講者数 

【DVD 講座】第二種電気工事士 電気

に関する基礎理論 

四国 
4 名 

【Web 講座】電気工事士資格取得のた

めの複線図作成の基礎 

九州 
3 名 

【Web 講座】電気工事士資格取得のた

めの電気理論の基礎 

九州 
3 名 

第三種電気主任技術者試験受験対策 北海道、東北、北陸、 

関西、中国、四国、九州 
480 名 

電気関係法規 東北、中部、北陸、 

関西、中国、四国 
225 名 

電気関係（安全・法規）実務 九州 52 名 

系統連系規程 関西 33 名 

自家用電気工作物保安管理規程 北海道、関東、中部、 

北陸、関西、中国、 

四国、沖縄 

298 名 

高調波抑制対策技術指針 関西 31 名 

高圧･特別高圧電気取扱者特別教育 北海道、東北、関東、 

中部、北陸、関西、 

中国、四国、九州、沖縄 

2,393 名 

低圧電気取扱者特別教育 北海道、東北、中部、 

北陸、関西、中国、 

四国、九州、沖縄 

1,425 名 

フルハーネス特別教育 中国 31 名 

電気工事作業指揮者安全教育 北海道、関西、中国、 

九州、沖縄 
249 名 

エネルギー管理実務者 北海道 35 名 

高圧ケーブル工事技能（新規認定・

更新） 

東北、関東、北陸、 

関西、中国、九州 
2,508 名 

地中線用 GR 付高圧負荷開閉器 施工技

術認定 

関東 
24 名 

高圧受電設備保全（機器保全・保護

協調） 

関西 
43 名 

高圧受電設備機器選定 関西 29 名 

自家用設備保守点検 北陸 23 名 

電気設備保全 関東、北陸、中国、九州 289 名 

電気設備保全（太陽光発電設備） 北海道 11 名 

電気設備保全担当者基礎講座 中国、九州 58 名 



 

 
 

講習会名 実施支部 受講者数 

電気設備トラブル対応・防止技術 関東 61 名 

保護協調技術 関東 63 名 

保護継電器 九州 90 名 

雷保護技術 北海道、関東、中部 101 名 

接地技術 関東 85 名 

シーケンス（基礎・実務） 中国・九州 148 名 

太陽光発電技術 関西 13 名 

太陽光発電設備メンテナンス技術 関東、中部、中国、九州 233 名 

光ファイバーケーブル 九州 150 名 

電力ケーブルのトラブルと劣化診断

技術 

関東 
36 名 

IoT セミナー 中部、九州 29 名 

原子力施設電気工作物（基礎・専

門） 

関西 
16 名 

電気技術者育成指導者研修会 北海道 9 名 

原子力施設電気工事（技術・実技）

（基礎・専門） 

関西 
60 名 

電気保安セミナー 中部 58 名 

電気設備（法規・技術）セミナー 関東 39 名 

合  計  9,952 名 

③ 低圧電気取扱特別教育講習会 

(ｱ) 概 要 

労働安全衛生法特別教育規程に則った科目・時間で「低圧電気取扱特別教育

講習会」を開催。 

(ｲ) 活動状況 

令和 7 年度計画に沿って、5 月、11 月、2 月の 3 回集合講習で実施。各所か

ら計 89 名が受講。実技教育では模擬実技盤を製作し、より扱いやすく、わか

りやすい講習を実施。 

④ 低圧電気取扱特別教育講師養成コース 

(ｱ) 概 要 

労働安全衛生法特別教育規程に則った「低圧電気取扱特別教育」を指導する

社内講師を養成するためのスキルアップ講習を平成 29 年 3 月より実施。 

(ｲ) 活動状況 

令和7年度計画に沿って、6月、9月、11月、2月の4回集合講習で実施し、



 

 
 

全国各地から計 67 名が受講。講習効果を考慮し、集合講習での開催。 

特別教育テキスト、指導要領を基にした座学ならびに模擬実技盤を用いた実

技例紹介では、要点をわかりやすく解説し自社で講師を行える内容として実施。 

⑤ 電気設備の絶縁診断セミナー 

(ｱ) 概 要 

電気設備の保全を担当している実務者を

対象とし、絶縁材料の特性や劣化メカニズ

ムをはじめ絶縁劣化診断技術の基礎および

実務を教える集合型セミナー。令和 4 年度

より開催し、好評のため令和 7 年度も継続

して 2 回開催したほか、上級編を新たに開

催。 

(ｲ) 活動状況 

いずれのセミナーも本会会議室にて開催。 

【通常編】 

受講者数 ： 80 名（7月開催）、63 名（12 月開催） 

【上級編（新設）】 

受講者数 ： 70 名（1月） 

⑥ 防爆最新動向セミナー 

(ｱ) 概 要 

防爆電気設備を抱える多くの現場では取

扱、補修や改造、既存設備等への工事ならび

にコストや復旧時間の抑制方法などの問題に

直面。これらの課題に対しスペシャリストで

ある講師陣が実務に即したソリューションを

提供する集合講習会。 

ユーザーおよび施工者を対象とした国内初

の防爆関連講習会。 

(ｲ) 活動状況 

受講者数 ： 34 名（7月開催）、27 名（12 月開催） 

⑦ 受託講習会 

(ｱ) 概 要 

「電験三種試験対策講習会」として、(一財)関東電気保安協会から 13 年間

にわたり継続的に受託。同会の選抜職員を対象に実施。 

(ｲ) 活動状況 

・ 電験三種試験対策講習会 

(一財)関東電気保安協会の令和 7 年度定期採用者および 2 年目以降の職

員のうち選抜職員を対象に、上期試験対策として、4 月～6 月に 2 科目 3

コースで計 22 回、下期試験対策として 11 月～1 月に 2 科目 2 コース計

電気設備の絶縁診断セミナー 上級編 
 

防爆最新動向セミナー 



 

 
 

14 回、上下期合計 36 回の講習を実施。合格率の向上、資格取得者の向

上に寄与。 

・ 同会の令和 8 年度定期採用予定者（内定者）のうち希望者を対象に、下

期試験の理論科目合格、入社後の全科目取得の促進を目的に、11～2 月

にオンラインでのライブ配信方式で計 12 回の講習を実施。 

 

⑧ JEAC4111 ｰ 2021 原子力安全のためのマネジメントシステム規程 講習会(実務

コース／専門コース) 

(ｱ) 概 要 
JEAC 4111 に従って構築された安全のためのマネジメントシステムに基づく

業務従事者、現場で運転管理、保守管理等業務の従事者を対象とし、規程内容

の理解促進のための講習会。 

(ｲ) 活動状況 
【実務コース】 

 日程（視聴期間） ： 9 月 1日～10月 31 日 オンデマンド方式 

  10 月 6 日 Zoom ウェビナーによるライブ配信 

 受講者数 ： 134 名  

【専門コース】 

 日程・会場 ： 2 月 9日～10 日実施 本会会議室にて 

 受講者数 ： 20 名  

 

 

 

 
 

実務コース講習会ライブ配信 専門コース講習会 

オンラインライブ配信講習 



 

 
 

Ⅲ．適時的確な情報発信 

７.電気・エネルギーの専門紙としての公正・中立な報道による情報発信(新聞事業) 

(1) 電気新聞の発行 

① 概 要 

電力市場改革、原子力活用、働き手不足といった主要テーマについて、「大

きな流れ」、「詳細な報道」を意識した報道を遂行。 

電気新聞本紙紙面や電子版のリニューアルを実施し、変化する社会・読者ニ

ーズに対応していく基盤を整備。 

② 活動状況 

○ 9 月に実施した本紙紙面刷新では、１面目次を見直して当日の紙面内容を

把握しやすくしたほか、「改革の先に 制度設計の論点」をはじめ、各面

で新たな企画を掲載。同じく 9 月に電子版「電気新聞デジタル」をリニュ

ーアル。場所や端末を選ばず、読みやすいサービス基盤を整備。 

○ 北海道電力泊 3 号の新規制基準適合（4 月）、GX 脱炭素電源法の施行（6

月）、関西電力美浜の建て替えに向けた調査再開（7 月）など、原子力関

連の大きな動きを詳報。東京電力柏崎刈羽 6 号の再起動（1 月）に際して

は号外も発行。 

○ 2 月末、米国、イスラエルがイラン攻撃を開始。ホルムズ海峡の閉鎖など

によるエネルギー市場への影響について連日報道したほか、今後の展望を

有識者に聞くシリーズを随時掲載。 

 
リニューアルした電子版の利便性を紙面で訴求 



 

 
 

(2) 購読・広告事業 

① 概 要 

10 月に購読プランの改定を実施。電子版+宅配紙のセットプランを廃止した

ほか、各プラン購読料を値上げ。プラン改定した 10 月は大きな部数減があっ

たものの、セットプラン廃止による追加購読申し込みなどもあって、令和 7 年

度累計では増部を確保。 

広告は、電力系電工 80 周年など令和 6 年度大型案件の反動減があったもの

の、休眠・新規顧客の掘り起こしなどを推進。計画を達成するとともに、前年

度実績を上回った。 

② 活動状況 

購読プランの改定により、購読料収益が増加。また紙から電子への読者移行

が進み、宅配紙の減少により新聞販売店に支払う手数料の減少につながった。

プラン改定については大口顧客、一般顧客それぞれに早期に通知。丁寧な説明

を心掛け、廃止したセットプランからの円滑な移行、購読料負担増への理解醸

成へ貢献。 

広告は、前年度大型企画の反動減に加えて、1 月の中部電力浜岡原子力発電

所における不適切事案判明の影響による収入減。一方で、新規顧客の特集・広

告出稿、電力グループ企業など広告出稿実績のある顧客からの特集の獲得など、

地道な営業活動に注力。 

(3) セミナー事業 

① 概 要 

令和6年度に続き海外視察団を編成し、米国のデータセンター・AI等の幅広

いプレイヤーを訪問。「高校生が競う Energy Pitch!」、「下北原子力セミナ

ー」、「福島復興セミナー」も着実に実施。1月には澤昭裕氏没後 10年を踏ま

えた公益事業学会のイベント支援を受託。  

② 活動状況 

セミナー名 開催日 受講者数等 

下北原子力セミナー 9 月 17 日～19 日 27 人 

第 7回「高校生が競う Energy Pitch！」 11 月 22 日、23 日 9 校・12 チーム 

公益事業学会イベント支援 1 月 16 日 約 300 人 

海外視察団（米国） 3 月 1 日～8日 17 人 

福島復興セミナー 3 月 17 日～19 日 23 人 

 (4) 出版事業 

① 概 要 

出版事業は、定期刊行物を計画的に発行。受託刊行物では雑誌など定期的な

発行物に加えてスポット案件も顧客ニーズに応じて製作・納品。自主刊行物と

して書籍は 2冊、冊子は 5冊をタイムリーなテーマで企画・発行。 



 

 
 

② 活動状況 

・ 受託刊行物 

「エネログ」（電気事業連合会）、「電気と保安」（関東電気保安協会）、「月刊

省エネルギー」（省エネルギーセンター）を計画通り発行。定例の「Fuku ま

る」（東北エネルギー懇談会）も 9 月に発行。スポット案件として、ヒート

ポンプ・蓄熱センターから本紙特集の冊子化を令和 6 年度に続き、また発電

設備技術検査協会から「技術レビュー」を 2年ぶりに、それぞれ受託。 

・ 定期刊行物 

「電力人事」、「電力役員録」を発行。自主刊行物は定番冊子 3 冊「原子力

NEWS がわかる 2025」、「かがく探究ヒント BOOK2025」、「でんきを知るガイド

ブック 2026」に加え、「こんなところが泣きどころ 電気とエネルギーの話」、

「早わかり 電力取引」を発行。新刊書籍は「電気のおしごと」、「改訂版 

弁護士に聞く電力小売営業シーン別 Q＆A」の 2冊を発行。 

  

「早わかり 電力取引」 「でんきを知るガイドブック 2026」 

(5) 新聞部主催行事 

① 第 72 回「電気のある生活」写真賞 

(ｱ) 概 要 

電気記念日(3月 25日)のイベントの一環として、電気に何らかの形で関わる

写真を広く一般から募集。若年層向けの賞を新設して応募者増を実現。 

(ｲ) 活動状況 

応募者 827 人 人数 13％増 

応募点数 2,640 点 点数 17％増 

最優秀賞 1 点  

特選 1 点  

準特選 2 点  

以下、小学生、中学生、高校生を対象にした特別賞として 

金賞 1 点  

銀賞 2 点  

銅賞 10 点  

入賞作品は3月25日付発行の別刷りカラーグラビアとホームページで紹介。 



 

 
 

 
「電気のある生活」写真賞最終審査の様子 

② エネルギー教育支援事業 

(ｱ) 概 要 

エネルギー教育に意欲的な学校を費用面から支援する「エネルギー教育支援

事業」（「エネルギー教育賞」の後継事業として令和 3 年度に開始）を令和 7

年度も実施。 

(ｲ) 活動状況 

日本エネルギー環境教育学会の特別協力を得て募集活動を展開。12月に開催

した選考委員会において、小学校、中学校、高校・高専合わせて 14 校を選定

し、令和 8年度の活動費として各校に 15 万円を助成。 

８．諸行事・広報を通じた情報発信 

(1) 電気記念日行事 

① 概 要 

本会が制定した「電気記念日」（3月25日）

の意義を広く周知・PR するため、各支部を中

心に記念行事を実施。 

② 活動状況 

ポスターを作成し、各支部を通じて関係組織

や団体等に 2,565 部を頒布（前年度比△112

部）。 

支部主催の式典、講演会等実施。 

電気記念日行事の一環として実施している

「電気関係事業傘寿功労者」（電気関係事業に

永年従事された会員の方々に感謝の意を表する

ための表彰）については、感謝状を贈呈（全国 2,249 名）（別表-20）。 

(2)「あかりの日」 

① 概 要 

照明のもつ意義を改めて周知・啓発するため、本会および（一社）日本照明

工業会、（一社）照明学会の 3 団体で「あかりの日」（10 月 21 日・エジソン

翁による白熱電球実用化成功の日）の PR を実施。 

   

電気記念日ポスター 



 

 
 

 ② 活動状況 

・照明知識啓発イベント、ポスター・住まいの BOOK を作成、配布する等積極的

に PR を実施。 

・Web 広告を実施して「あかりの日」を PR。 

・小学生ポスターコンテストは例年どおり実施。10 月ポスターコンテストの表

彰式とポスター展示を東京スカイツリーにて実施。 

・小学生ポスターコンテストの結果発表や、イベント告知を SNS（X および

Facebook）で行い、「あかりの日」ウェブサイトへの誘導を実施。 

(3) 電気関係新年賀詞交歓会 

（一社）電気倶楽部との共催で 1 月 8 日に東京都・ホテルニューオータニにお

いて開催。コロナ禍で制限・減少していた来場者数の回復を図り、招待者枠を

拡大するとともに随行者の参加を促進。来賓の赤澤亮正経済産業大臣をはじめ、

電気事業関係者等、約 800 名が参加。 

  

電気関係新年賀詞交歓会 

(4) 本部による施設見学会 

① 概 要 

施設見学会を実施し、エネルギー問題に関する正しい情報の浸透へ寄与。 

② 活動状況 

10 月に島根原子力発電所見学会を実施。 

(5) 電気協会報 

① 概 要 

本部「電気協会報」を隔月発行（奇数月発行）するとともに、各支部で地域

のニーズを踏まえた支部会報を発行。 

② 活動状況 

本部「電気協会報」は、「技術活動報告」や「JEMAだより」など、電気関係

業界の動向、新技術の紹介等の多岐にわたる内容の記事を掲載。 

(6) ホームページおよび SNS による情報発信 

書籍・DVD の発売、セミナーの募集開始など本会の最新情報をホームページ

で発信。 

X 本会公式アカウントを運営し、電気工事士試験問題とその解説や本会の事

業活動の紹介などを投稿。 



 

 
 

(7) 地域のニーズに応じた各支部独自活動の積極的な実施 

① 概 要 

地域のニーズを反映した施設見学会や会報等により情報を発信。会員相互の

交流を図るとともに、エネルギー問題に関する正しい情報の浸透へ寄与。 

② 活動状況 

福島第一原子力発電所見学会（東北支部）、永代橋変電所見学会（関東支

部）、島根原子力発電所見学会（中国支部）などを実施。また、地域色に富ん

だ会報・支部ホームページを通じた会員への有益な情報を発信。 

Ⅳ．事業基盤の強化・確立 

９．的確かつ効率化を目指した業務運営・管理 

(1) システムセキュリティ総点検とセキュリティリテラシー向上 

令和 5 年 12 月にランサムウェア攻撃を受けた会員管理システムについて、

新システムの開発が遅延していたが、令和 7 年１月から新システムの一部運用

を開始。本部職員が一部の支部に赴き請求書発行業務を共同実施するなど本格

運用に向け対応。その後、6 月末までに予定していた開発を完了し、会員管理

に関する主要業務は実施可能となり、既に復旧していた会計システムを含め、

ランサムウェア被害を受けたシステムは本格稼働。 

本部ネットワークの対策状況を把握し、構成図と対策状況の可視化。本部の

対策状況を新聞部と共有し、組織全体でのセキュリティ意識の向上を志向。 

本部、新聞部のシステムのバックアップ環境の可視化を実施。ランサムウェ

ア被害に備えたバックアップ取得状況の整理と対応を実施。 

本部および新聞部のセキュリティ強化に向け、脆弱性診断とコンサルティン

グに重きを置き、セキュリティベンダーを選定。脆弱性診断の結果に基づき対

応策を実施。 

職員一人ひとりのセキュリティリテラシー向上を目的とし、セキュリティ教

育の自動化システムを導入。定期的な研修とセキュリティポリシーの評価およ

び遵守を継続的に実施。 

各支部のセキュリティ対策状況を可視化し、セキュリティレベルを把握し、

対策支援を実施。 

(2) 所有不動産の管理・運営および有価証券等の安定的運用による収益の確保 

① 本会テナント状況 

有楽町電気ビル北館の本会区分所有分(約 7,800 ㎡)のうち、事務所使用分を

除く約 5,387 ㎡を賃貸。令和 7 年度は下記の新規テナントと契約し、3 月末時

点で全区画が満室。 

令和 7年度入居テナント 

 契約締結日 階数・平米数 摘  要 

入居 令和 7年 7 月 15 日 7 階・197.23 ㎡ 日本テレネット株式会社 



 

 
 

② 令和 7 年度のテナント賃料収入の状況 

令和 7 年度のテナント賃料収入は 5 億 8 千 8 百万円であり、令和 6 年度と比

較して 8千 9百万円の増収。 

・ 増収額の内訳 

通期の空室率が前年度 12.36％から令和 7 年度 3.36％に改善したことに

より5千 7百万円増加。また、既存テナントの賃料を契約更新時、8.5％

～13.3％値上げ（従来比＋10.5%）したことにより 3千 2百万円増加。 

・ テナント賃料 

有楽町電気ビル設備の修繕費の高騰による経費負担の増加や近隣の大規

模ビル賃料も上昇している状況を踏まえ、令和 6 年度に引き続き、契約

更新を迎えるテナントに対して賃料交渉を実施。 

③ 有楽町電気ビル竣工 50 周年記念イベントの実施 

昭和 50 年 9 月 23 日に竣工した有楽町電気ビルが竣工 50 周年を迎えたこと

を記念して、有楽町電気ビル地権者と協力し下記の周年イベントを実施。  

  

フラワーオブジェの設置 

（有楽町電気ビルの好きなところを 
記載して貼り付ける参加型オブジェ） 

ヒストリーパネルの設置 

（同ビルの竣工の歴史を振り返るパネル） 

テナント賃料収入と空室率の推移（単位：百万円） 

 



 

 
 

ガラポン抽選会の開催 

（同ビル内飲食店舗で使用できるお買

物券や記念ステッカー・記念チョコが

当たる抽選会の開催） 

プロカメラマンによる記念撮影 

（同ビル前にてプロカメラマンによる写真

撮影を希望入居者に対して実施） 

④ 名古屋・広島・福岡物件賃貸状況 

・ 戸建物件の賃貸事業 

全て（名古屋 2棟、広島 1棟、福岡 1棟）契約中。 

・ 月極駐車場の契約状況 

名古屋駐車場16台中12台、広島駐車場6台中6台（令和8年3月末時点）。 

⑤ 資金運用方針の策定 

昨今の株価上昇により、本会資産に占める国内個別株式の保有割合が増加し、

個別株特有の信用リスクや変動リスクが高まっているとの指摘を受け、令和 7

年度事業計画に基づき外部専門家と契約し、資金運用方針の検討を実施。 

検討結果に基づき、資産運用方針を策定。具体的には、配当・利息収入と資

産保全について、安定性および持続可能性を高めるために、既存の「資金運用

規程」を一部改定するとともに、「ポートフォリオ投資方針」を策定。また、

「ポートフォリオ投資方針」に基づき、毎年度「資金運用計画」を策定。  

Ⅴ．その他 

１０．機関の運営および会議の開催 

(1) 機関運営、会議開催等 

① 第 104 回社員総会 

社員総会の実施 

開催日 ：6月 6日  

会場 ：明治記念館 

2 階「富士の間」 

（議決権総数 14,819 個のうち、 

有効議決権数 10,993 個 74.1％） 

   

   第 104 回社員総会 

＜議題＞   

第 1号議案 令和 6年度事業報告および決算の承認の件 

第 2号議案 役員選任の件 



 

 
 

第 3号議案 常勤理事の退任慰労金の件 

 以上 3議案は原案どおり承認され議決。 

＜報告事項＞   

1. 令和 7年度 事業計画および予算について 

＜関連行事＞   

講演会 「維新のリーダーから学ぶ 人を動かし育てる力」 

 河合 敦 氏〔歴史作家〕  

② 理事会の開催 

次のとおり理事会を開催し、各議案について議決。 

〇 5 月理事会（5月 14 日)  於：本会会議室 

 ＜議案＞   

 第 1 号議案 令和 6年度事業報告および決算 

 第 2 号議案 役員候補者の選任 

 第 3 号議案 第 104 回社員総会の開催 

 ＜報告事項＞  

 1. 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 

〇 6 月理事会（6月 6日)  於：明治記念館 １階「相生の間」 

 ＜議案＞  

 第 1 号議案 役付理事の選定等 

 第 2 号議案 支部会長の選任 

 第 3 号議案 参与および顧問の選任 

〇 11 月理事会（11 月 19 日)  於：本会会議室 

 ＜議案＞  

 第 1 号議案 令和 7年度上期事業報告および会計報告 

 第 2 号議案 令和 7年度予算の補正 

 第 3 号議案 参与の選任 

 ＜報告事項＞  

 1. 代表理事および業務執行理事の職務執行状況について 

〇 3 月理事会（3月 12 日）  於：本会会議室 

 ＜議案＞  

 第 1 号議案 令和 8年度事業計画および予算 

 第 2 号議案 資金運用方針の策定について 

③ 参与会の開催 

次のとおり参与会を開催し、事業運営等について報告。 

〇 第 23 回参与会（6月 6日)  於：明治記念館１階「末広の間」 

 ＜議題＞ 

 ① 「電気関係業界の諸課題を踏まえた本会の活動について」 

 ② 「2025 年度 新聞部の重点的取り組み」 

〇 第 24 回参与会（11 月 19 日)  於：本会会議室 
 ＜議題＞ 
 ① 「電気関係業界の課題に対する最近の本会の取り組み」 
 ② 「変化への対応を目指した新聞部の取り組み」 



 

 
 

④ 支部大会 

10 支部が 5月中に開催。各支部にて懇親会まで開催。 

支部名 開催日 開催会場 出席役員 

北海道 5 月 26 日 
札幌市 

ニューオータニイン札幌 
菊地専務理事 

東  北 5 月 29 日 
福島市 

ウェディング・エルティ 
中島常務理事 

関  東 5 月 29 日 
千代田区 

KKR ホテル東京 

貫会長 

菊地専務理事 

中  部 5 月 22 日 
名古屋市 

名古屋東急ホテル 
菊地専務理事 

北  陸 5 月 26 日 
福井市 

ホテルフジタ福井 
新田理事 

関  西 5 月 26 日 
大阪市 

中央電気倶楽部 

貫会長 

中島常務理事 

中  国 5 月 20 日 
広島市 

ANA クラウンプラザホテル広島 
菊地専務理事 

四  国 5 月 29 日 
松山市 

ANA クラウンプラザホテル松山 
新田理事 

九  州 5 月 27 日 
福岡市 

ホテルニューオータニ博多 

貫会長 

中島常務理事 

沖  縄 5 月 28 日 
那覇市 

沖縄ハーバービューホテル 
菊地専務理事 

⑤ 理事の選任 

6 月 6 日開催の第 104 回社員総会で次のとおり理事を選任。 

理事 14 名 （敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

貫 正義 九州電力株式会社 相談役 

勝野 哲 
一般社団法人日本電気協会 中部支部会長 

（中部電力株式会社 代表取締役会長） 

芦谷 茂 
一般社団法人日本電気協会 中国支部会長 

（中国電力株式会社 代表取締役会長） 

漆間 啓 
一般社団法人日本電機工業会 副会長 

（三菱電機株式会社 代表執行役 執行役社長 CEO） 

菊地 康二 一般社団法人日本電気協会 専務理事 

中島 豊 一般社団法人日本電気協会 常務理事 

間庭 正弘 一般社団法人日本電気協会 新聞部長 

安藤 康志 電気事業連合会 副会長 

武部 俊郎 
電気保安協会全国連絡会 会長 

（一般財団法人関東電気保安協会 理事長） 



 

 
 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

飛田 恵理子 特定非営利活動法人東京都地域婦人団体連盟 理事 

日髙 邦彦 東京電機大学 工学部電気電子工学科 客員教授 

廣瀬 直己 一般社団法人日本動力協会 会長 

藤井 裕 
一般社団法人日本電気協会 北海道支部会長 

（北海道電力株式会社 代表取締役会長） 

増子 次郎 東北電力株式会社 取締役 

監事 3名 （敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

忍 義彦 東京電力ホールディングス株式会社 常務執行役 

橋本 上 九州電力株式会社 代表取締役 副社長執行役員 

横山 明彦 東京大学 名誉教授 

⑥ 会長・副会長・専務理事・常務理事の選定 

6 月 6 日開催の理事会で次のとおり会長・副会長・専務理事・常務理事を選

定。 

 （敬称略） 

役職名 氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

会長 貫 正義 九州電力株式会社 相談役 

副会長 勝野 哲 
一般社団法人日本電気協会 中部支部会長 

（中部電力株式会社 代表取締役会長） 

副会長 芦谷 茂 
一般社団法人日本電気協会 中国支部会長 

（中国電力株式会社 代表取締役会長） 

副会長 漆間 啓 
一般社団法人日本電機工業会 副会長 

（三菱電機株式会社 代表執行役 執行役社長 CEO） 

専務理事 菊地 康二 一般社団法人日本電気協会 専務理事 

常務理事 中島 豊 一般社団法人日本電気協会 常務理事 

⑦ 参与・顧問の選任 

6 月 6 日開催の理事会で次のとおり参与および顧問を選任。 

参与 47 名 （敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

赤穂 敏之 日本電気計器検定所 理事長 

壹岐 素巳 一般社団法人海外電力調査会 会長 

池辺 和弘 
一般社団法人日本電気協会 九州支部会長 

（九州電力株式会社 代表取締役社長執行役員） 

石山 一弘 東北電力株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 



 

 
 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

大石 祐司 一般社団法人送電線建設技術研究会 理事長 

大島 卓 日本ガイシ株式会社 代表取締役会長 

大瀧 清 パナソニック株式会社 副社長執行役員 

小笠原 浩 株式会社安川電機 代表取締役会長 

奥田 久栄 株式会社ＪＥＲＡ 代表取締役社長 CEO 兼 COO 

加藤 功 一般社団法人原子力安全推進協会 理事長 

金井 豊 
一般社団法人日本電気協会 北陸支部会長 

（北陸電力株式会社 代表取締役会長） 

金田 浩 株式会社東芝 常務執行役員 

菅野 等 電源開発株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 

北澤 通宏 富士電機株式会社 代表取締役会長 CEO 

倉内 憲孝 住友電気工業株式会社 名誉顧問 

小早川 智明 東京電力ホールディングス株式会社 取締役 代表執行役社長 

齋藤 晋 北海道電力株式会社 代表取締役 社長執行役員 

髙西 一光 一般社団法人火力原子力発電技術協会 会長 

寺井 隆幸 一般財団法人エネルギー総合工学研究所 理事長 

長井 啓介 
一般社団法人日本電気協会 四国支部会長 

（四国電力株式会社 取締役会長） 

中川 賢剛 中国電力株式会社 代表取締役社長執行役員 

中西 宏典 一般財団法人発電設備技術検査協会 理事長 

中村 幸一郎 一般財団法人電気安全環境研究所 理事長 

成瀬 卓也 一般財団法人電気工事技術講習センター 理事長 

西山 勝 九州電力株式会社 取締役常務執行役員 

白銀 隆之 
一般社団法人日本電気協会 関西支部会長  

（関西電力送配電株式会社 代表取締役社長） 

浜崎 祐司 株式会社明電舎 特別顧問 

濱本 総一 三菱電機株式会社 上席執行役員 エネルギーシステム事業本部長 

林 欣吾 中部電力株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 

 口 康二郎 
一般社団法人日本電気協会 東北支部会長 

（東北電力株式会社 代表取締役会長 ） 



 

 
 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

平岩 芳朗 一般財団法人電力中央研究所 理事長 

平野 正樹 一般社団法人日本内燃力発電設備協会 会長 

文挾 誠一 一般社団法人日本電設工業協会 会長 

増井 秀企 一般社団法人日本原子力産業協会 理事長 

増田 尚宏 日本原燃株式会社 代表取締役社長 

松田 光司 北陸電力株式会社 代表取締役社長 社長執行役員 

宮本 喜弘 四国電力株式会社 取締役社長 社長執行役員 

村瀨 拓也 三菱重工業株式会社 執行役員 ドメイン CEO エナジードメイン長 

村松 衛 日本原子力発電株式会社 取締役社長 

本永 浩之 
一般社団法人日本電気協会 沖縄支部会長 

（沖縄電力株式会社 代表取締役社長 社長執行役員） 

森 望 関西電力株式会社 取締役 代表執行役社長 

森平 英也 一般社団法人日本電線工業会 会長 

守谷 誠二 
一般社団法人日本電気協会 関東支部会長 

（東京電力ホールディングス株式会社 取締役） 

山口 学 株式会社関電工 社友 

𠮷田 秀喜 一般社団法人日本鉄塔協会 会長 

依田 隆 株式会社日立製作所 執行役常務 

米沢 寛 全日本電気工事業工業組合連合会 会長 

顧問 4名 （敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

久和 進 北陸電力株式会社 相談役 

高橋 宏明 東北電力株式会社 名誉顧問 

藤 洋作 関西電力株式会社 顧問 

八島 俊章 東北電力株式会社 名誉顧問 

⑧ 参与の選任（期中交代） 

11 月 19 日開催の理事会で次のとおり参与を選任。 

（敬称略） 

氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

森下 義人 一般社団法人海外電力調査会 会長 

吉村 宇一郎 一般社団法人内燃力発電設備協会 会長 



 

 
 

⑨ 支部会長の選任 

6 月 6 日開催の理事会で次のとおり支部会長を選任。 

  （敬称略） 

支部名 氏 名 所属会社(団体)・役職(就任時) 

北海道支部会長 藤井 裕 北海道電力株式会社 代表取締役会長 

東北支部会長  口 康二郎 東北電力株式会社 代表取締役会長 

関東支部会長 守谷 誠二 東京電力ホールディングス株式会社 取締役 

中部支部会長 勝野 哲 中部電力株式会社 代表取締役会長 

北陸支部会長 金井 豊 北陸電力株式会社 代表取締役会長 

関西支部会長 白銀 隆之 関西電力送配電株式会社 代表取締役社長 

中国支部会長 芦谷 茂 中国電力株式会社 代表取締役会長 

四国支部会長 長井 啓介 四国電力株式会社 取締役会長 

九州支部会長 池辺 和弘 九州電力株式会社 代表取締役 社長執行役員 

沖縄支部会長 本永 浩之 
沖縄電力株式会社 代表取締役社長 社長執行

役員 

⑩ 会員の状況 

法人正会員数の増減は差し引きゼロ、個人正会員は微減、法人会員も微減。 

会員の種別 令和 7年 4 月 1日 令和 8年 3 月 31 日 増 減 

法人正会員 1,422 社 1,422 社 なし 

個人正会員 1,359 名 1,356 名 △3 名 

正会員計 2,781  2,778  △3  

法人会員       699 事業所       688 事業所 △11 事業所 

会員計 3,480       3,466  △14  

 (2) エジソン記念日行事（主催：エジソン彰徳会） 

エジソン翁の遺徳を偲び、10 月 17 日 

石清水八幡宮境内(京都府八幡市)のエジ

ソン記念碑前において、田中権宮司ほか

石清水八幡宮関係者、貫理事長、白銀副

理事長、藤顧問ほかが出席し、碑前祭を

実施。 

 

 

 

 

以上 

 
エジソン記念碑 碑前祭 



 

 
 

＜資 料＞ 

別表-1 令和 7年度 日本電気技術規格委員会 審議実績 

№ 依頼元 
JESC 

番号 
案件の件名 区分 JESC 承認 

1 火力専門部会 T0003 「発電用蒸気タービン規程」の改定 
民間 

規格 

第 128 回 JESC 

(6 月 23 日) 

2 
個別施設設備

専門部会 
E0022 

「電気自動車用充電設備に係る電気設

備の設計・施工ガイド」の改定 

民間 

規格 

第 128 回 JESC 

(6 月 23 日) 

3 配電専門部会 E2018 
「高圧架空電線路に施設する避雷器の

接地工事」の確認 

引用 

規格 

第 128 回 JESC 

(6 月 23 日) 

4 配電専門部会 E2019 

「高圧ケーブルの遮へい層による高圧

用の機械器具の金属製外箱等の連接接

地」の確認 

引用 

規格 

第 128 回 JESC 

(6 月 23 日) 

5 
発変電専門部

会 
V0002 

「風力発電設備の定期点検指針」の改

定 

民間 

規格 

第 128 回 JESC 

(6 月 23 日) 

6 
発変電専門部

会 
E7001 「電路の絶縁耐力の確認方法」の確認 

引用 

規格 

第 129 回 JESC 

(8 月 25 日) 

7 
発変電専門部

会 
E7002 

「電気機械器具の熱的強度の確認方

法」の確認 

引用 

規格 

第 129 回 JESC 

(8 月 25 日) 

8 送電専門部会 E3002 

『「鉄塔用 690N/mm2高張力山形鋼」の

架空電線路の支持物の構造材への適

用』の確認 

引用 

規格 

第 129 回 JESC 

(8 月 25 日) 

9 
水門扉専門部

会 
H3001 

「水門扉の扉体に使用する材料」の改

定 

引用 

規格 

第 129 回 JESC 

(8 月 25 日) 

10 
水門扉専門部

会 
H2001 

「洪水吐きゲートの扉体材料の許容応

力」の改定 

引用 

規格 

第 129 回 JESC 

(8 月 25 日) 

11 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS H 3300(2018)「銅及び銅合金の継

目無管」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

12 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS T 1022(2023)「病院電気設備の安

全基準」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

13 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 

JIS C 1910-1(2017)「人体ばく露を考

慮した直流磁界並びに 1Hz～100kHz の

交流磁界及び交流電界の測定－第 1

部：測定器に対する要求事項」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

14 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS C 4604(2017)「高圧限流ヒュー

ズ」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

15 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ JIS B 8210(2025)「安全弁」 
引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

16 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS B 8265(2024)「圧力容器の構造－

一般事項」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

17 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 

JIS K 7350-1(2020)「プラスチック－

実験室光源による暴露試験方法 第 1

部：通則」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 



 

 
 

№ 依頼元 
JESC 

番号 
案件の件名 区分 JESC 承認 

18 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS G 3101(2024)「一般構造用圧延鋼

材」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

19 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS G 3106(2024)「溶接構造用圧延

材」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

20 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS G 3129(2024)「鉄塔用高張力鋼鋼

材」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

21 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS G 3474(2024)「鉄塔用高張力鋼

管」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

22 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 

JIS C 8201-3(2025)「低圧開閉装置及

び制御装置－第 3 部：開閉器，断路

器，断路用開閉器及びヒューズ組みユ

ニット」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

23 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ JIS G 3352(2014)「デッキプレート」 
引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

24 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS C 3408(2014)「エレベータ用ケー

ブル」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

25 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ JIS C 3410(2018)「船用電線」 
引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

26 

電気設備技術

基準関連規格

等調査委員会 

－ 
JIS G 3456(2024)「高温配管用炭素鋼

鋼管」 

引用 

規格 

第 130 回 JESC 

(12 月 9 日) 

27 
系統連系専門

部会 
E0019 「系統連系規程」の改定 

民間 

規格 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

28 配電専門部会 － 
「電技解釈第 17 条の改正（案）」に

ついて 

改正 

要請 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

29 配電専門部会 E0010 「配電規程」の改定 
民間 

規格 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

30 配電専門部会 E0004 「22(33)kV 配電規程」の改定 
民間 

規格 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

31 
系統連系専門

部会 
－ 

「電技解釈第 226 条、第 227 条の改正

（案）」について 

改正 

要請 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

32 
発電用設備規

格委員会 
T/W0005 

「発電用火力設備規格基本規定」の改

定 

引用 

規格 

第 131 回 JESC 

(2 月 17 日) 

（凡例）依頼元    ：依頼した民間規格作成機関 

JESC 番号 ：JESC 規格の番号 

区分      ：・「民間規格」は民間規格作成機関が作成した規格 

    ・「改正要請」は国の基準の改正要請 

    ・「引用規格」は国の基準への引用規格 



 

 
 

別表-2 日本電気技術規格委員会から国へ要請し、令和 7年度に国で改正が行われたもの 

№ 依頼元 件 名 関連基準 
JESC 

承認日 
要請日 改正日 

1 

発変電

専門部

会 

「使用前自主検査及

び使用前自己確認の

方法の解釈」 

使用前自主検

査及び使用前

自己確認の方

法の解釈 

令和 4年 

12 月 7 日 

令和 5年 

2 月 10 日 

令和 7年 

5 月 15 日 

2 
配電専

門部会 

JESC E2007「35kV 以

下の特別高圧用機械

器具の施設の特例」 

電技解釈 

第 22 条 

令和 6年 

6 月 27 日 

令和 6年 

10 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

3 
配電専

門部会 

JESC E2008「35kV 以

下の特別高圧地上電

線路の臨時施設」 

電技解釈 

第 133 条 

令和 6年 

6 月 27 日 

令和 6年 

10 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

4 
配電専

門部会 

JESC E2011「35kV 以

下の特別高圧電線路

の人が常時通行する

トンネル内の施設」 

電技解釈 

第 126 条 

令和 6年 

6 月 27 日 

令和 6年 

10 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

5 
送電専

門部会 

JESC E2001「支持物

の基礎自重の取り扱

い」 

電技解釈 

第 60 条 

令和 6年 

8 月 26 日 

令和 6年 

11 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

6 
送電専

門部会 

JESC E2012「170kV を

超える特別高圧架空

電線に関する離隔距

離」 

電技解釈 

第 97 条 

第 98 条 

第 99 条 

第 100 条 

第 101 条 

第 102 条 

第 103 条 

令和 6年 

8 月 26 日 

令和 6年 

11 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

7 
送電専

門部会 

JESC E2014「特別高

圧電線路のその他の

トンネル内の施設」 

電技解釈 

第 126 条 

令和 6年 

8 月 26 日 

令和 6年 

11 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

8 

発変電

専門部

会／配

電専門

部会 

JESC E7001「電路の

絶縁耐力の確認方

法」 

電技解釈 

第 15 条 

第 16 条 

令和 6年 

8 月 26 日 

令和 6年 

11 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

9 
配電専

門部会 

JESC E6008「車両の

往来が無く、人が常

時通行することを想

定しない山地に施設

する高圧地上電線

路」 

電技解釈 

第 128 条 

令和 6年 

8 月 26 日 

令和 6年 

11 月 18 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

10 

電気設

備技術

基準関

連規格

等調査

委員会 

JIS C 8918「結晶系太

陽電池モジュール」 

電技解釈 

第 16 条 

令和 6年 

12 月 16 日 

令和 7年 

3 月 12 日 

令和 7年 

11 月 20 日 



 

 
 

№ 依頼元 件 名 関連基準 
JESC 

承認日 
要請日 改正日 

11 

電気設

備技術

基準関

連規格

等調査

委員会 

JIS C 8939「薄膜太陽

電池モジュール」 

電技解釈 

第 16 条 

令和 6年 

12 月 16 日 

令和 7年 

3 月 12 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

12 

電気設

備技術

基準関

連規格

等調査

委員会 

JIS C 61558-2-6「変

圧器，リアクトル，

電源装置及びこれら

の組合せの安全性－

第2-6部：一般用の安

全絶縁変圧器及び安

全絶縁変圧器を組み

込んだ電源装置の個

別要求事項及び試

験」 

電技解釈 

第 59 条 

令和 6年 

12 月 16 日 

令和 7年 

3 月 12 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

13 

 

電気設

備技術

基準関

連規格

等調査

委員会 

JIS C 3010「電線及び

電気温床線の安全に

関する要求事項」 

電技解釈 

第 5条 

第 6条 

第 8条 

第 9条 

第 10 条 

第 55 条 

第 65 条 

第 120 条 

第 125 条 

第 127 条 

第 136 条 

第 137 条 

第 181 条 

第 188 条 

第 190 条 

第 195 条 

第 197 条 

令和 6年 

12 月 16 日 

令和 7年 

3 月 12 日 

令和 7年 

11 月 20 日 

別表‐3 令和 7年度に検討した原子力を除く規程・指針 

規格番号 規格名称 
JEAC3701 「発電用ボイラー規程」 
JEAG3715 「給・排水処理設備指針」 

JEAG5002 「変電所等における防火対策指針」 

JEAG5005 「風力発電設備の定期点検指針」 

JEAC5005 「風力発電規程」 

JEAC6001 「架空送電規程」 

JEAC6011 「地中送電規程」 

JEAC6021 「電力保安通信規程」 

JEAC8001 「内線規程」 

JEAC9701 「系統連系規程」 

JEAG9702 「高調波抑制対策技術指針」 



 

 
 

別表‐4 令和 7年度 原子力規格委員会 審議実績 

規格番号 規格名称 

JEAG4102 「原子力発電所の緊急時対策指針」改定案 

JEAC4209 「原子力発電所の保守管理規程」改定案 

JEAG4210 「原子力発電所の保守管理指針」改定案 

JEAG4226 「原子力発電所における炉心管理指針」制定案 

JEAC4001 「原子燃料管理規程」改定案 

JEAC4615 「原子力発電所放射線遮蔽設計規程」改定案 

JEAG4601-2015 

[2016 年追補

版] 

「原子力発電所耐震設計技術指針 重大事故等対処施設編（基本方針）」改定

案 

JEAC4203 「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」改定案 

JEAC4629 「原子力発電所耐津波設計技術規程」改定案 

JEAG4642 「原子力発電所基準津波関連指針」制定案 

別表‐5 令和 7年度に発行した原子力関係の規程・指針  

規格番号 規格名称 

JEAC4624 「原子力発電所の中央制御室における誤操作防止の設備設計に関する規程」 

JEAG4617 「原子力発電所のヒューマンマシンインタフェースの開発及び設計に関する指

針」 

JEAG4641 「原子力発電所における設計・開発に人間工学を体系的に適用するための指

針」 

JEAG4225 「原子燃料に係る臨界安全管理指針」 

JEAC4216 「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 T0決定のための試験方法」 

別表‐6 令和 7年度 原子力関係の公衆審査の実績 

規格番号 規格名称 

JEAC4216 「フェライト鋼の破壊靭性参照温度 T0決定のための試験方法」 

JEAC4622 「原子力発電所中央制御室等の事故時居住性に係る被ばく評価に関する規程」 

JEAG4102 「原子力発電所の緊急時対策指針」 

JEAC4209 「原子力発電所の保守管理規程」 

JEAG4210 「原子力発電所の保守管理指針」 

JEAG4226 「原子力発電所における炉心管理指針」 

JEAC4001 「原子燃料管理規程」 

別表‐7 原子力規制委員会が規則解釈等に引用している原子力関係の規程・指針 

規格番号 規格名称 
JEAC4111-2009 「原子力発電所における安全のための品質保証規程」 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」（2010 年追補版） 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」（2013 年追補版） 
JEAC4201-2007 「原子炉構造材の監視試験方法」（2024 年追補版） 

JEAC4203-2008 「原子炉格納容器の漏えい率試験規程」 
JEAC4206-2007 「原子力発電所用機器に対する破壊靭性の確認試験方法」 
JEAC4207-2008 「軽水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程」 
JEAC4207-2012 「軽水型原子力発電所用機器の供用期間中検査における超音波探傷試験規程」 

JEAG4208-2012 
「軽水型原子力発電所用蒸気発生器伝熱管の供用期間中検査における過流探傷

試験指針」 
JEAC4209-2007 「原子力発電所の保守管理規程」 
JEAG4217-2010 「原子力発電所用機器における渦電流探傷試験指針」 
JEAC4605-2004 「原子力発電所工学的安全施設及びその関連施設の範囲を定める規程」 



 

 
 

JEAG4609-2008 「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」 
JEAG4609-2020 「ディジタル安全保護系の検証及び妥当性確認に関する指針」 
JEAC4615-2008 「原子力発電所放射線遮へい設計規程」 
JEAC4620-2008 「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」 
JEAC4620-2020 「安全保護系へのディジタル計算機の適用に関する規程」 
JEAG4607-2010 「原子力発電所の火災防護指針」 
JEAC4626-2010 「原子力発電所の火災防護規程」 

別表‐8 技術関係会議 開催回数 

委員会 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

日本電気技術規格委員会 4 4 4 

民間規格等制改定プロセス評価委員会 2 3 3 

外部評価機関 1 1 1 

専

門

部

会 

水力専門部会 2 1 0 

火力専門部会 39 40 54 

発変電専門部会 17 19 17 

送電専門部会 20 14 25 

配電専門部会 9 15 18 

需要設備専門部会 20 25 14 

系統連系専門部会 22 24 23 

高調波抑制対策専門部会 8 1 1 

情報専門部会 2 6 0 

原

子

力

関

係 

原子力規格委員会 本委員会 4 4 4 

原子力規格委員会 分科会 16 22 21 

原子力規格委員会 検討会 作業会等 162 181 194 

原子力関連学協会規格類協議会 4 4 4 

電気用品調査委員会（部会/WG の開催数を含む） 29 22 14 

合   計 361 386 397 

別表‐9 電気用品の技術基準の解釈別表第 12 への整合規格採用要望規格 

審議委員会 技術基準解釈別表 12 への採用要望規格 

第 123 回 

電気用品調査委員会 

（令和 7.7.10） 

JIS C 8283-1（2025） 

家庭用及びこれに類する用途の機器用カプラ －第 1部：一般要求事項 

JIS C 8285（2025） 

工業用プラグ，固定形又は可搬形コンセント及び機器用インレット 

JIS C 8462-21（2025） 

家庭用及びこれに類する用途の固定電気設備の電気アクセサリ用のボッ

クス及びエンクロージャ －第21部：懸架手段を備えたボックス及びエン

クロージャに対する個別要求事項 

JIS C 8462-22（2025） 

家庭用及びこれに類する用途の固定電気設備の電気アクセサリ用のボッ

クス及びエンクロージャ －第22部：接続用ボックス及びエンクロージャ

に対する個別要求事項 

JIS C 9300-7（2025） 

アーク溶接装置 －第7部：トーチ 

JIS C 8461-1（2025） 

電線管システム －第 1部：通則 



 

 
 

審議委員会 技術基準解釈別表 12 への採用要望規格 

JIS C 8461-21（2025） 

電線管システム －第 21 部：剛性（硬質）電線管システムの個別要求事

項 

JIS C 8461-22（2025） 

電線管システム －第22部：プライアブル電線管システムの個別要求事項 

JIS C 8461-23（2025） 

電線管システム －第23部：フレキシブル電線管システムの個別要求事項 

第 124 回 

電気用品調査委員会 

（令和 7.11.25） 

JIS C 9335-2-16（2025） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第2-16部：食品くず ディス

ポーザの個別要求事項 

JIS C 9335-2-55（2025） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第2-55部：水槽用及び庭池

用電気機器の個別要求事項 

JIS C 9335-2-59（2025） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－第2-59部：電撃殺虫器の個

別要求事項 

第 125 回 

電気用品調査委員会 

（令和 8.3.23） 

JIS C 62841-3-9（2026） 

手持形電動工具，可搬形電動工具並びに芝生用及び庭園用電 動機械の安

全性 －第3-9部：可搬形マイタソーの個別要求事項 

JIS C 8105-2-2 (2026) 

照明器具 －第2-2部：埋込み形照明器具に関する安全性要求事項 

JIS C 8282-1 (2026) 

家庭用及びこれに類する用途のプラグ及びコンセント －第1部：一般要

求事項 

JIS C 62368-1 (2026) 

オーディオ・ビデオ,情報及び通信技術機器 －第1部：安全性要求事項 

別表‐10 電気用品の技術基準の解釈改正要望  

審議委員会 技術規準解釈改正案 

第 124 回 

電気用品調査委員会 
（令和 7.11.25） 

解釈別表第 2（電線管、フロアダクト及び線樋並びにこれらの附属品） 

別表第 12 に掲げる基準のうち電線管、フロアダクト及び線樋並びにこ

れらの附属品に該当する基準を適用するものとする 

解釈別表第 3（ヒューズ） 

別表第 12 に掲げる基準のうちヒューズに該当する基準を適用するもの

とする 

解釈別表第 5（電流制限器） 

別表第 12 に掲げる基準のうち電流制限器に該当する基準を適用するも

のとする 

解釈別表第 12 

J1000 通信回線を利用した遠隔操作に対する要求事項 

別表‐11 電気用品調査委員会から国へ要請し、令和 7年度に国で改正が行われた基準  

技術基準解釈 

別表第 10 別表第 12 に掲げる基準のうち配線器具（延長コードセットを除く）、小形交流電

動機（かご形三相誘導電動機を除く）、電熱器具、電動力応用機械器具、光源及び

光源応用機械器具（白熱電球を除く）、電子応用機械器具、交流用電気機械器具並

びに携帯発電機の雑音の強さに該当する基準を適用するものとする 

 

 



 

 
 

別表‐12 電気用品調査委員会から国へ要請し、令和 7年度に国で改正が行われた整合規格 

改正基準番号 整合規格 表 題 

J60335-2-54

（2025） 

JIS C 9335-2-54 

（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 第 2-54 部：

液体又は蒸気利用表面掃除機器の個別要求 事項 

J60335-2-67 

（2025） 

JIS C 9335-2-67 

（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 第 2-67 部：

業務用床処理機の個別要求事項 

J60335-2-79 

（2025） 

JIS C 9335-2-79 

（2024） 

家庭用及びこれに類する電気機器の安全性－ 第 2-79 部：

高圧洗浄機及びスチーム洗浄機の個別要求 事項 

J60570 

（2025） 

JIS C 8472 

（2025） 

ライティングダクト－照明器具用ダクトシステムの安全性 
要求事項 

J60598-2-4 

（2025） 

JIS C 8105-2-4 

（2024） 

照明器具－第 2-4 部：一般用移動灯器具に関する安全性要

求事項 

J60974-10 

（2025） 

JIS C 9300-10 

（2024） 

アーク溶接装置－ 第 10 部：電磁両立性（EMC）要求事項 

J61184 

（2025） 

JIS C 8122 

（2025） 

差込みランプソケット 

J61347-2-13 

（2025） 

JIS C 8147-2-13 

（2017）＋追補 1

（2024） 

ランプ制御装置－ 第 2-13 部：直流又は交流電源用 LED モ

ジュール用制御 装置の個別要求事項 

J62841-2-1 

（2025） 

JIS C 62841-2-1 

（2024） 

手持形電動工具，可搬形電動工具並びに芝生用及び 庭園用

電動機械の安全性－ 第 2-1 部：手持形ドリル及び振動ドリ

ルの個別要求事項 

別表‐13 令和 7年度 発行図書 

種  類 図書名 

電 気 技 術 規

程・指針など 

※制定：2点 

改定：11点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

※ 

JEAG1101 スマートメーターシステムセキュリティガイドライン 

JEAG1111 電力制御システムセキュリティガイドライン 

JEAC3703 発電用蒸気タービン規程 

JEAC3708 燃焼設備規程 

JEAC3709 液化ガス設備規程 

JEAC4216 フェライト鋼の破壊靭性参照温度 T0決定のための試験方法 

JEAG4617 原子力発電所のヒューマンマシンインターフェースの開発 

及び設計に関する指針 

JEAC4624 原子力発電所の中央制御室における誤操作防止の設備設計に 

関する規程 

JEAG4225 原子燃料に係る臨界安全管理指針 

JEAG4641 原子力発電所における設計・開発に人間工学を体系的に適用 

するための指針 

JEAG5005 風力発電設備の定期点検指針 

JEAC8011 高圧受電設備規程 

2025 年版 高圧受電設備規程 Q&A 

電力用規格 

※制定：2点  

改定：3点 

※ 

※ 

電力用規格 A-270「66・77kV CV ケーブル用Ｙ分岐接続部規格」 

電力用規格 A-269「66・77kV CV ケーブル用ポリマーがい管気中終端接続 

 部規格」 

電力用規格 C-202「屋外用アルミ導体高圧絶縁電線」 

電力用規格 C-402「高圧気中開閉器」 

電力用規格 D-209「キャリヤリレー多重変換装置」 

専門図書ほか 

年刊：2点 

改定：1点 

 2025 年版 電気設備の技術基準とその解釈【年刊】 

2025 年版 電気関係法規【年刊】 

電気設備の技術基準（省令及び解釈）の解説〔第４版〕 



 

 
 

別表‐14 推奨及び登録認定機種数（形式） 

制度名 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

キュービクル推奨 7 18 18 

キュービクル認定 121 130 123 

別表‐15 推奨及び登録認定機種数（個別） 

制度名 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

キュービクル推奨 0 0 0 

キュービクル認定 11 9 10 

別表‐16 銘板出荷台数（銘板交付枚数） 

制度名 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

キュービクル推奨 39 61 39 

キュービクル認定 601 643 671 

別表‐17 第一種電気工事士定期講習 実施状況 

別表‐18  認定電気工事従事者認定講習 支部別実施状況 

支 部 
上期 中間期 

修 了 者 数 会  場  数 修 了 者 数 会  場  数 

北海道 121 名 2 会場 － － 

東 北 170 名 2 会場 － － 

関 東 980 名 9 会場 221 名 2 会場 

中 部 295 名 4 会場 85 名 1 会場 

北 陸 121 名 1 会場 － － 

関 西 478 名 4 会場 164 名 1 会場 

中 国 146 名 1 会場 － － 

四 国 87 名 1 会場 － － 

九 州 240 名 3 会場 － － 

沖 縄 － － － － 

合 計 2,638 名 27 会場 470 名 4 会場 

実施方式 実施 修了者数 会場数・回数 

集合講習 北海道 598 名 9 会場 

東 北 1,252 名 14 会場 

関 東 3,583 名 37 会場 

中 部 1,157 名 13 会場 

北 陸 380 名 4 会場 

関 西 2,356 名 18 会場 

中 国 654 名 7 会場 

四 国 319 名 3 会場 

九 州 1,152 名 12 会場 

沖 縄 146 名 2 会場 

小計 11,597 名 119 会場 

オンライン

講習 

随時方式 
本 部 

955 名 7 回 

定時方式 865 名 15 回 

 小計 1,820 名 22 回 

 合 計 13,417 名 140 会場（回） 



 

 
 

別表‐19 本部講師派遣講習会実施状況 

講 習 会 名 
北 

海 

道 

東 

北 
関 

東 
中 

部 
北 

陸 
関 

西 
中 

国 
四 

国 
九 

州 
沖 

縄 
合 

計 

内 線 規 程 
30 30 82 109 36 53 19 41 54 20 474 

1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 11 

高圧受電設備規程 
16 41 45 95 40 47 31 39 - 17 371 

1 1 1 1 1 1 1 1 - 1 9 

系統連系規程 
15 27 31 58 - - - - - - 131 

1 1 1 1 - - - - - - 4 

系統現象・保護協調 
- 29 48 83 48 30 - 19 40 17 314 

- 1 1 1 1 1 - 1 1 1 8 

電気設備技術基準・

解釈 
23 30 81 93 31 37 32 22 40 16 405 

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 10 

自家用電気工作物保

安管理規程 
- - - - - - - - 6 - 6 

- - - - - - - - ※ - ※ 

合  計 
84 157 287 438 155 167 82 121 140 70 1701 

4 5 5 6 4 4 3 4 3 4 42 

上段：受講者数（名）、下段：開催数（回） 

※オンデマンドによる配信のみ実施 

別表‐20 各支部電気記念日行事 

支部名 

開催日・場所 
式典等内容 

北海道 

令和 8年 3月 25 日 

ニューオータニイン札幌 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・人材育成功労者表彰 

        ・電気関係事業考案者表彰 

記念講演 

 演 題１『泊発電所再稼働に係る取組状況』 

 講 師 北海道電力株式会社 総務・環境部 立地室長  

成田 智彦 氏 

 演 題２『核燃料サイクルの意義と取組状況』 

 講 師 経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部  

原子力立地政策室長 利根川 雄大 氏 

東 北 

令和 8年 3月 25 日 

江陽グランドホテル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰の紹介 

記念講演 

 演 題 『歴史に学ぶ強い組織づくりとリーダーシップ』 

 講 師 作家 歴史家 井沢 元彦 氏 

関 東 

令和 8年 3月 25 日 

八芳園 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

        ・従業員功績者表彰 

（満30年従事者表彰） 

（考案表彰） 

記念講演 

 演 題 『アドバンストエッセンシャルワーカーの時代』 

 講 師 有限会社スタジオガル 代表取締役 電気予報士 

伊藤 菜々 氏 



 

 
 

支部名 

開催日・場所 
式典等内容 

中 部 

令和 8年 3月 25 日 

名古屋東急ホテル 

表 彰 ・傘寿功労者 感謝状授与 

    ・永年従事功労者 表彰状授与 

    ・特別功績者 表彰状授与 

    ・叙勲・褒章受章者 祝品贈呈 

記念講演 

 演 題 『明日に夢中』 

 講 師 石丸 謙二郎 氏 

北 陸 

令和 8年 3月 25 日 

富山電気ビルディング 

5 階大ホール 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・優良電気工事業者表彰 

記念講演 

 演 題 『日本を世界に紹介 小泉八雲のオープン・マインド』 

 講 師 富山八雲会 副会長 木下 晶 氏 

関 西 

令和 8年 3月 25 日 

中央電気倶楽部 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

記念講演 

 演 題 『“新しい夜”はアーク灯から始まった』 

 講 師 LIGHTDESIGN INC. 代表 東海林 弘靖 氏 

中 国 

令和 8年 3月 25 日 

中国電力株式会社本社ビ

ル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・永年従事者表彰 

    ・優良電気工事店表彰 

    ・電気保安功労者表彰（予定） 

    ・澁澤賞受賞者への記念品贈呈 

その他  ミニコンサート、小学生を対象とした書写コンクール、 

電気施設見学会 

四 国 

令和 8年 3月 25 日 

JR ホテルクレメント高松 

表 彰 ・傘寿功労者感謝状贈呈 

    ・電気保安功労者表彰 

記念講演 

 演 題 『心の健康～前向きに暮らすためのヒント～』 

 講 師 精神科医、相愛大学・高野山大学・龍谷大学客員教授 

 名越 康文 氏 

九 州 

令和 8年 3月 25 日 

ホテルニューオータニ博

多 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・電気関係業務従業員表彰 

     （発明考案/事故未然防止/永年従事功労） 

    ・祝賀演奏（九州電力吹奏楽部） 

記念講演 

 演 題 『脳とAIの未来』 

 講 師 東京大学薬学部教授  池谷 裕二 氏 

沖 縄 

令和 8年 3月 25 日 

沖縄ハーバービューホテ

ル 

表 彰 ・傘寿功労者表彰 

    ・従業員功績者表彰 

記念講演（落語） 

 演 題 『暮らしを照らす電気、心を照らす落語』 

 講 師 北山亭メンソーレ 氏 

 



（単位：百万円）

1.経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 4,013      3,862      150         

新聞事業収益 2,427      2,343      84          

不動産事業収益 691        601        90          

受託事業収益 143        171        △27        

出版事業収益 162        150        12          

その他事業収益 587        596        △8         

受取会費等 243        244        △1         

資産収益・その他 490        408        81          

経常収益計 4,746      4,516      230         

(2)経常費用

事業費 3,866      3,825      41          

管理費 443        448        △4         

経常費用計 4,310      4,273      37          

 　　　 当期経常外増減額評価損益等調整前当期経常増減額 435        242        193         

 　　　 当期経常外増減額評価損益等計 4,614      112        4,501       

当期経常増減額 5,049      355        4,694       

2.経常外増減の部

    (1) 経常外収益計(1)経常外収益計 -          -          -           

    (2) 経常外費用計(2)経常外費用計 -          0 0

 　　　 当期経常外増減額当期経常外増減額 -          △0 △0

税引前当期一般正味財産増減額 5,049      354        4,695       

法人税等 118 89 28          

当期一般正味財産増減額 4,931      265        4,666       

一般正味財産期首残高 18,805     18,540     265         

一般正味財産期末残高 23,736     18,805     4,931       

（単位：百万円）

流動資産 5,648      5,710      △61        

固定資産 19,908     14,853     5,054       

25,557     20,564     4,993       

流動負債 568        494        74          

固定負債 1,252      1,264      △11        

1,820      1,758      62          

正味財産合計 23,736     18,805     4,931       

負債及び正味財産合計 25,557     20,564     4,993       

３．公益目的支出計画の実施額

令和7年度決算

１．正味財産増減計算書（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

科        目
当 年 度

(A)
前 年 度

(B)
増 減
(A)-(B)

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．貸借対照表（令和8年3月31日現在）

科        目
当 年 度

(A)
前 年 度

(B)
増 減
(A)-(B)

資
産

計

負
債

計

(注) 金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

令和6年度実施額：４２．９百万円



＜参考＞　評価損益等調整前当期経常増減額 （組織別内訳）
(単位:百万円)

当年度
(Ａ)

前年度
(Ｂ)

増  減
(Ａ)－(Ｂ)

前年同期比(％)
(Ａ)/(Ｂ)

経 常 収 益 1,735       1,587       147         109.3

経 常 費 用 1,467       1,457       10          100.7

経常増減額 267         130         136         204.7

経 常 収 益 2,451       2,367       83 103.5

経 常 費 用 2,346       2,294       51          102.2

経常増減額 105         72          32          144.3

経 常 収 益 590         593         △2         99.6

経 常 費 用 527         553         △26        95.2

経常増減額 63          39          24          161.3

経 常 収 益 4,746       4,516       230         105.1

経 常 費 用 4,310       4,273       37          100.9

経常増減額 435         242         193         179.6

（注１）百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注２）内部取引を控除しているため、合計額は一致いたしません。

本　部

新聞部

支　部

合　計


